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第１章 適用範囲及び共通事項 

 

１－１ 適用範囲 

土地改良工事数量算出要領（案）（以下「要領（案）」という。）は、農林水産省所管の

国営土地改良事業、直轄海岸保全事業及び直轄地すべり対策事業に係る直轄工事において、

予定価格積算に用いる工事数量を算出する場合に適用する。 

 

１－２ 数量計算方法 

数量の単位は、計量法によるものとする。 

長さ・面積・断面積等の計算は数学公式によるほか、スケールアップ、プラニメーター、

平均面積(断面)法、平均距離法等により行うものとしする。また、ＣＡＤソフト(３Ｄを含む）

等による算出結果について、適宜結果の確認をした上で適用できるものとする。 

算式計算の乗除は、記載の順序によって行うものとし、四捨五入して位止めするものとす

る。 

１．数量の単位 

全て計量法によるものとする。 

２．長さの計算 

数学公式によるほか、図面よりスケールアップ又は CADにより算出する。 

なお、スケールアップの場合は、２回以上の測定値の平均とする。 

３．面積の計算 

(1)数学公式（参考資料－１参照）によるほか、三斜誘致法、平均面積法、プラニメーター

又はＣＡＤにより算出する。 

(2)プラニメーターを使用する場合は、３回以上測定したもののうち、正確と思われるも

の３回の平均値とする。 

(3)線的な工事の面積算出における距離は、水平距離を基本とする。 

(4)上記によることを原則とするが、ＣＡＤソフトによる算出結果について、適宜結果の

確認をした上で適用できるものとする。 

 

４．体積の計算 

(1)数学公式（参考資料－１参照）によるほか、平均断面法及び平均距離法により算出す

る。 

(2)線的な工事は平均距離法を標準とする。 

(3)上記によることを原則とするが、ＣＡＤソフト(３Ｄを含む）等による算出結果につい

て、適宜結果の確認をした上で適用できるものとする。 

５．土工数量 

曲線半径が小さく（Ｒ＜５０ｍ）、設計中心線上の距離により体積を算出することが

適当でない場合は、計算断面の図心位置での距離を用い、所定の体積を算出してよい。

（図１－１参照） 

６．構造物の計算に用いる角度 

計算に用いる角度は、管水路等線的工事の延長は「秒」とし、構造物の計算に用いる

角度は「分」まで、円周率、法長、乗率、三角関数及び弧度は四捨五入して少数第３位

とする。 

７．分数は、約分せず分子分母にその値を求めた後に除法を行うものとし、四捨五入によ

り位止めとするものとする。 

 



1-2 

図１－１ 曲線半径Ｒ＜５０ｍの場合の距離 
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１－３ 数量計算の単位及び数位 

数量計算に用いる単位及び数位は、表１－１とし、数位以下の数値は、有効数位１位（有

効数位２位を四捨五入）を数値とするものとする。 

なお、表にないものは表１－１に準ずるものとする。 

 
表１－１ 数量計算の単位及び数位 

項 目 種 別 単位 数 位 摘 要 

土工量 距離 

高 

幅 

断面積 

平均断面積 

土量 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

㎡ 

㎥ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

法面積 距離 

法長 

平均法長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 

(石)積(張)面積 

距離 

法長 

平均法長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

コンクリート・ 

アスファルト 

体積 

幅 

高 

長 

体積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎥ 

小数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

２  〃 

型枠面積 幅 

高 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

２  〃 

鉄筋質量 φ径 

単位質量 

 

 

質量 

㎜ 

㎏/m 

 

 

㎏ 

整数 

小数位以下３位止 

有効数字３桁 

 

整数位止 

 

１本当り質量は 

小数２位止 

四捨五入 

１位四捨五入 

足場・支保 幅 

高 

距離 

面積 

体積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

掛㎡ 

空㎥ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

整数位止 

  〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

１  〃 

１  〃 

粗朶沈床等面積 幅 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

舗装面積 幅 

距離 

面積 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下２位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

区画線 幅 

延長 

ｍ 

ｍ 

小数位以下２位止 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

２  〃 

トンネル断面積 幅 

高 

長 

断面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

３  〃 
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項 目 種 別 単位 数 位 摘 要 

鋼材質量 幅 

高 

長 

 

 

質量 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

 

 

㎏ 

小数位以下３位止 

  〃  ３ 〃 

  〃  ３ 〃 

 

 

整数位止 

４位四捨五入 

４  〃 

４  〃 

但し鉄筋は 

㎝止め(四捨五入)とする 

１位四捨五入 

ボルト質量 単位質量 

本数 

質量 

g/本 

本 

㎏ 

整数位止 

整数 

整数位止 

１位四捨五入 

 

１位四捨五入 

塗布面積 幅 

高 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下３位止 

  〃  ３ 〃 

  〃  ３ 〃 

  〃  １ 〃 

４位四捨五入 

４  〃 

４  〃 

２  〃 

（注） 数量計算書と明細書では単位が異なる場合があるため各々の単位を確認のうえ整理されたい。 
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１－４ 設計書明細数量の単位及び数位 

設計書（積算書）明細書計上数量は、数量計算で求めた数量を、表１－２に示す数位に四

捨五入した数値とする。 

 

表１－２ 明細数量の単位及び数量計上の数位 

工  種 種  別 細   別 単位 明細書計上数位 

土工 掘削工 土砂掘削、軟岩掘削、硬岩掘削 ㎥ 100㎥ 単位とする 

100㎥ 未満単位止 

ただし、1,000㎥ 未満及び岩

は10㎥ 単位とする  

盛土工 流用土盛土、発生土盛土、 

採取土盛土、購入土盛土 
㎥ 

路体盛土工 流用土路体、発生土路体、 

採取土路体、購入土路体 
㎥ 

路床盛土工 流用土路床、発生土路床、 

採取土路床、購入土路床 
㎥ 

整形仕上げ工 法面整形（掘削部）、 

法面整形（盛土部） 

㎡ 10㎡単位とする 

100㎡未満 単位止 

作業残土処理工 作業残土処理 ㎥ 100㎥ 単位とする 

100㎥未満 単位止 

ただし、1,000㎥ 未満及び

岩は10㎥ 単位とする 

作業土工 床掘、埋戻 ㎥ 

共通工 

 

植生工 種子散布、客土吹付、 

植生基材吹付、植生マット、 

植生シート、繊維ネット、 

筋芝、芝付、人工芝付 

㎡ 10㎡単位とする 

100㎡未満 単位止 

 

法面吹付工 モルタル吹付、コンクリート吹付 ㎡ 

法枠工 現場打法枠、吹付枠、 

プレキャスト法枠 

㎡ 

法面工 アンカー 本 単位止 

受圧版 枚 単位止 

柵工 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

かご工 じゃかご、ふとんかご ｍ 単位止 

石・ブロック積（張）
工 

コンクリートブロック基礎、石積基礎 ｍ 単位止 

各種石・ブロック積（張） ㎡ 単位止 

裏込材、天端コンクリート ㎥ 単位止 

現場打擁壁工 現場打小型擁壁 ｍ 単位止 

プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 ｍ 単位止 

共通工 

 

補強土壁工 補強土壁基礎 ｍ 単位止 

補強土壁 ㎡ 単位止 

矢板工 コンクリート矢板 枚 単位止 

切断工 ガス切断 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

付帯工 水抜きパイプ 箇所 単位止 

通気孔、ステップ 個 単位止 

地盤改良工 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

路床安定処理工 安定処理 ㎡ 単位止 

表層安定処理 
 

サンドマット ㎥ 単位止 厚みを指定する場合
は㎡とする 

安定シート・ネット ㎡ 単位止 

バーチカルドレーン
工 

サンドドレーン、 
袋詰式サンドドレーン、 
ペーパードレーン 

本 単位止 

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 本 単位止 

固結工 粉体噴射撹拌、高圧粉体噴射撹拌、 
セメントミルク撹拌、スラリー攪拌、 

本 単位止 
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工  種 種  別 細   別 単位 明細書計上数位 

 消石灰パイル、薬液注入 

中層混合処理 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

構造物撤去工 構造物取壊し工 コンクリート構造物取壊し、 
 

㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

舗装版取壊し、吹付法面取壊し 
石積み取壊し 

㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

殻運搬、殻運搬・処理 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

コンクリート
工 

コンクリート工 基礎材 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

裏込砕石 ㎥ 単位止 

基礎コンクリート ｍ 単位止 

均しコンクリート、コンクリート、 
小口止コンクリート、防水モルタル 

㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

鉄筋 t 1ton未満 小数点以下3位止 
1ton以上 小数点以下2位止 

型枠 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

目地材、吸出し防止材、収縮目地 ㎡ 単位止 

止水板 ｍ 小数点以下1位止 

ダウエルバー 本 単位止 

基礎工 
 

既製杭工 既製コンクリート杭、 
カットオフ、鋼管杭、 

本  単位止 

場所打杭工 場所打杭、 本  単位止 

準備・処理工 やぐら 回 単位止 

杭土処理 ㎥ 100㎥単位とする 
100㎥未満 単位止 

 

 水路工 鉄筋コンクリートＵ形、 
鉄筋コンクリートフリューム、 
鉄筋コンクリートベンチフリューム、 
鉄筋コンクリート大型フリューム、 
コルゲートフリューム、 
鉄筋コンクリート柵渠、 
プレキャストボックス、 
鉄筋コンクリート側溝、 
Ｌ形側溝、 
自由勾配側溝 

ｍ 小数点以下1位止 

鉄筋コンクリートＬ形ブロック 個 単位止 

排水路工 排水路工 分水槽、マンホール 箇所 単位止 

排水路工 排水路工 蓋、側溝蓋 枚 単位止 

アンダードレーン、サイドドレーン ｍ 小数点第1位止 

排水路工 排水路工 ウィープホール、ドレーン流出弁 箇所 単位止 

土水路 ｍ 単位止 

河川構造物 覆土工 採取土覆土、購入土覆土 ㎥ 100㎥単位とする 
00㎥ 未満単位止 
ただし、1,000㎥ 未満は10㎥ 
単位とする 

海岸コンクリート 
ブロック工 

海岸コンクリートブロック製作 個 単位止 

消波根固めブロック
工 

消波ブロック製作、 
根固めブロック製作・据付 

個 単位止 

捨石工 捨石 ㎥ 単位止 

管水路工 
 

管体基礎工 砂基礎、砕石基礎、 
コンクリート基礎 

㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 
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工  種 種  別 細   別 単位 明細書計上数位 

管体工 硬質ポリ塩化ビニル管、 
強化プラスチック複合管、 
ダクタイル鋳鉄管、 
炭素鋼鋼管、 
鋼管、 
遠心力鉄筋コンクリート管 

ｍ 小数点以下1位止 

硬質ポリ塩化ビニル管継手材 個 単位止 

異形管、継輪 本 単位止 

弁類 基 単位止 

道路工 舗装準備工 不陸整正 ㎡ 単位止 

舗装工 下層路盤、上層路盤、基層、中間層、
表層、敷砂利 

㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

区画線工 区画線、区画線消去 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

付属施設 落石防止網工 
 
 

落石防止網（金網＋ロープ） ㎡ 10㎡単位とする 
100㎡未満 単位止 

落石防止網（アンカー）、 
落石防止網（ポケット支柱） 

箇所 単位止 

落石防止柵 落石防護柵（支柱・金網） ｍ 単位止 

落石防護柵（ステーロープ） 本 単位止 

安全施設工 ガードレール、ガードケーブル、 
ガードパイプ、横断・転落防止柵、 
ネットフェンス 

ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

フェンス扉 組 単位止 

標識工 路側標識 基 単位止 

標識板 枚 単位止 

縁石工 アスファルトカーブ、 
境界ブロック 

ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

境界工 境界杭 本 単位止 

付属物工 視線誘導標 本 単位止 

埋設物表示工 埋設表示テープ ｍ 単位止 

橋梁工 橋梁工 桁架設 本 単位止 

横組 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

横締めケーブル、簡易ゴム支承、 
場所打地覆 

ｍ 小数点1位止 

横締め緊張、落橋防止装置 箇所 単位止 

ゴム支承、大型ゴム支承 個 単位止 

調整コンクリート舗装 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

橋梁工 橋梁仮設工 桁下足場、ＰＣ防護 ㎡ 単位止 

橋梁工 橋梁仮設工 側部足場 ｍ 単位止 

登り桟橋 箇所 単位止 

ほ場整備工 整地工 表土扱い、基盤造成・畦畔築立、 
雑物除去 

ha 小数点2位止 

筆外運土 ㎥ 100㎥未満 単位止 
100㎥以上 有効数字3桁 
      (最大100㎥単位止) 

進入路工 進入路 箇所 単位止 

用排水路工 呑口・吐口トランシジョン、桝、 
水甲、田面排水口 

箇所 単位止 

吸水渠、暗渠排水、集水渠、捕水渠、
自動埋設暗渠、用水取水管 

ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

弾丸暗渠 ha 小数点2位止 
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工  種 種  別 細   別 単位 明細書計上数位 

農用地造成工 盛土工 堤体盛土、盛土法面転圧 ㎥ 100㎥単位とする 
100㎥ 未満単位止 
ただし、1,000㎥ 未満は10㎥ 
単位とする 

用排水路工 集水渠、 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

集水路、急流工、引き込み管 ｍ 小数点1位止 

造成工 表土扱い、基盤整地、耕起深耕、 
石礫除去、土壌改良材散布、 
有機資材散布、砕土、心土破砕、 
雑物除去 

ha 小数点2位止 

基盤造成（土砂）、 
基盤造成（軟岩） 
 

㎥ 100㎥未満 単位止 
100㎥以上 有効数字3桁 
      (最大100㎥単位止) 

畑面保全工 承水路 ｍ 小数点1位止 

畑面植生 ha 小数点2位止 

トンネル工 土工 トンネル掘削 ｍ 小数点1位止 

ずり処理 ㎥ 100㎥ 単位とする 
100㎥ 未満単位止 
ただし、1,000㎥ 未満及び岩
は10㎥ 単位とする 

コンクリート工 覆工コンクリート ｍ 小数点1位止 

鉄筋 t 1ton未満 小数点以下3位止 
1ton以上 小数点以下2位止 

止水板 箇所 単位止 

裏込グラウト ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止 
10㎥以上 単位止 

地すべり防止
工 

地すべり防止工 集水井、集水桝 基 単位止 

振止コンクリート、面壁工 箇所 単位止 

水抜きボーリング、山腹集排水路、 
山腹明暗渠、山腹暗渠 

ｍ 小数点1位止 

ボーリングマシン移設、やぐら 回 単位止 

抑止杭 本 単位止め 

復旧工 復旧工 畦畔復旧 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

表土掘削・埋戻 ㎡ 単位止 

コンクリート
補修工 

ひび割れ補修工 ひび割れ表面処理、ひび割れ注入、 
ひび割れ充填、 

ｍ 小数点以下1位止 

目地補修工 成型ゴム目地、充填目地 ｍ 小数点以下1位止 

既設水路断面修復・表
面被覆工 

高圧洗浄工、断面修復工、表面被覆工 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

仮設工 仮設工 足場 掛㎡ 単位止 

支保 空㎥ 単位止 

敷鉄板 ㎡ 単位止 

仮設鋼矢板、鋼矢板、鋼矢板引抜 枚  単位止 

仮設工 
 
 

仮設工 
 
 

仮設Ｈ鋼杭 本  単位止 

仮設タイロッド・腹起し、 
切梁・腹起し 

t  小数点以下2位止 

横矢板 ㎡ 単位止 

たて込み簡易土留 ｍ 単位止 

油圧式杭圧入引抜機据付・解体 回 単位止 

締切盛土、中詰盛土 ㎥ 100㎥ 単位とする。 
100㎥ 未満単位止 
ただし、1,000㎥ 未満は10㎥ 
単位とする。 

土のう ㎥ 100㎥未満 小数点以下1位止 



1-9 

工  種 種  別 細   別 単位 明細書計上数位 

100㎥以上 単位止 

大型土のう 袋 単位止 

工事用道路 ｍ 単位止 

工事用道路補修 路線 単位止 

仮設舗装 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止 
10㎡以上 単位止 

仮設区画線 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

仮橋上部 t  小数点以下2位止 

仮橋下部 橋 単位止 

仮橋高欄 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止 
10ｍ以上 単位止 

仮橋覆工板 ㎡ 単位止 

仮橋コンクリート基礎 箇所 単位止 

排水処理工 排水ドレーン、土水路（仮設） ｍ 小数点以下1位止 

排水ポンプ 箇所 単位止 

ウェルポイント 本 単位止 

重建設機械分解･組立･輸送 台 単位止 

設備工 受電設備、配電設備 
トンネル受電設備、トンネル配電設備 
トンネル照明設備、トンネル送気設備 
トンネル軌道設備、トンネル換気設備 
トンネル給水設備、トンネル排水設備 

式 単位止 

スライディングフォーム組立解体 基 単位止 

共通仮設費 
（積上げ） 

運搬費 仮設材輸送 t 小数点以下2位止 

準備費 
 

木根等処分 ㎥ 単位止 

t 小数点以下1位止 

伐開・除根 ㏊ 小数点以下2位止 

役務費 電力基本料金 式 単位止 

技術管理費 溶接試験、継目試験 箇所 単位止 

歩掛調査 式 単位止 

 平板載荷試験、土質試験 回 単位止 

（注）１． この表にないものについては、類似するものを準用するものとする。 

２． 単位の参考例 

○小数点以下1位止（小数点２位四捨五入） 1.23㎡  →   1.2㎡ 

4.56㎡  →   4.6㎡ 

○単位止（小数点１位四捨五入、 

但し１に満たないものは切り上げ） 

0.4㎡  →       1㎡ 

1.2㎡  →    1㎡ 

45.6㎡  →   46㎡                                       

○有効数字3桁（有効数字４桁四捨五入） 123.4㎡  →   123㎡  

 2,345.6㎥  →  2,350㎥ 

○最大100㎥単位止（整数２位四捨五入） 12,345.6㎥  → 12,300㎥  

123,456.7㎥  → 123,500㎥ 

３． 数量計算は算式によるほか、図上計算または実物測定によることができる。この場合、原則と

して縮尺図又は実測略図を数量計算書に添付するものとする。 
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１－５ 歩掛単価表等の単位及び数位 

歩掛単価表等における単位及び数位は、表１－３に示すものとする。 
 

表１－３ 歩掛単価表等の単位及び数位 

項 目 種 別 単位 数 位 摘 要 

労務 一般労務 

運転労務 

人 

人 

小数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

機械経費 機械経費（時間） 

機械経費（日） 

燃料 

ｈ 

日 

L 

小数位以下１位止 

  〃  ２ 〃 

有効数字２桁（注） 

２位四捨五入 

３  〃 

四捨五入 

材料 一般資材（指定のないもの） － 小数位以下１位止 ２位四捨五入 

その他 1日当り作業量 － 小数位以下１位止 ２位四捨五入 

補正値・係数 － 小数位以下２位止 ３位四捨五入 

電力料金、燃料費 円 小数位以下２位止 ３位四捨五入 

（注） 整数３桁以上は整数止、１未満は小数以下1位止とする。 
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１－６ 単位体積質量等 

数量計算に用いる各種資材の単位体積質量は表１－４、アスファルト混合物の締固め後の

密度は表１－５、たて込み簡易土留機材の質量は表１－６を標準とする。 

なお、試験等より当該資材の質量等が把握されている場合は、その値を用いることが出来

る。 
 

表１－４ 各種資材の単位体積質量（標準値） 

名   称 規 格 単 位 単位質量 備  考 

土  砂 自然状態 ｔ/㎥ 1.80  

軟岩、岩塊・玉石 自然状態 ｔ/㎥ 2.20  

中硬岩、硬岩 自然状態 ｔ/㎥ 2.50  

コンクリート 
無 筋 ｔ/㎥ 2.35  

有 筋 ｔ/㎥ 2.50  

切込砂利  ｔ/㎥ 2.02  

クラッシャラン  ｔ/㎥ 2.04  

粒度調整砕石  ｔ/㎥ 2.10  

セメント  ｔ/㎥ 3.00  

ソイルセメント  ｔ/㎥ 2.10  

木材  ｔ/㎥ 0.80  

異形棒鋼(SD295A,SD345) 

D10 ㎏/m 0.56  

D13 ㎏/m 0.995  

D16 ㎏/m 1.56  

D19 ㎏/m 2.25  

D22 ㎏/m 3.04  

D25 ㎏/m 3.98  

D29 ㎏/m 5.04  

D32 ㎏/m 6.23  

D35 ㎏/m 7.51  

D38 ㎏/m 8.95  

D41 ㎏/m 10.5  

D51 ㎏/m 15.9  

丸鋼(SS400) 

φ13 ㎏/m 1.04  

φ16 ㎏/m 1.58  

φ25 ㎏/m 3.85  

φ32 ㎏/m 6.31  

Ｈ形鋼(幅広) 

100*100*6*8 ㎏/m 16.9 ｢規格｣ Ａ*Ｂ*ｔ1*ｔ2 
 
 
 
 

125*125*6.5*9 ㎏/m 23.6 

150*150*7*10 ㎏/m 31.1 

175*175*7.5*11 ㎏/m 40.4 

200*200*8*12 ㎏/m 49.9 

250*250*9*14 ㎏/m 71.8 

300*300*10*15 ㎏/m 93.0 

350*350*12*19 ㎏/m 135.0 

400*400*13*21 ㎏/m 172.0 

 
 
鋼矢板 

ⅠＡ型 ㎏/m 35.5 400(幅)*85(高)*8.0(厚) 

Ⅱ型 ㎏/m 48.0 400*100*10.5 

Ⅲ型 ㎏/m 60.0 400*125*13.0 

Ⅳ型 ㎏/m 76.1 400*170*15.5 

ⅤＬ型 ㎏/m 105.0 500*200*24.3 

 ⅥＬ型 ㎏/m 120.0 500*225*27.6 

     (幅広鋼矢板) ⅡＷ型 ㎏/m 61.8 600*130*10.3 

〃 ⅢＷ型 ㎏/m 81.6 600*180*13.4 

        〃 ⅣＷ型 ㎏/m 106.0 600*210*18.0 

Ｂ 

t1 Ａ  

t2  
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名   称 規 格 単 位 単位質量 備  考 

     

     

     

(ハット型鋼矢板) 10H ㎏/m 86.4 900*230*10.8 

   〃 25H ㎏/m 113.0 900*300*13.2 

鋼製山留材（Ｈ形鋼） 

H-200 ㎏/m 55.0  

H-250 ㎏/m 80.0  

H-300 ㎏/m 100.0  

H-350 ㎏/m 150.0  

H-400 ㎏/m 200.0  

鋼 板 

19(厚)*1,524(辺)*6,096(辺) ㎏/枚 1,386  

22*1,524*6,096 ㎏/枚 1,604  

25*1,524*6,096 ㎏/枚 1,823  
 

 

 

表１－５ アスファルト混合物の締固め後密度（標準値） 

           施工区分 
混 合 物  

       設 計 密 度 （㎏/㎥） 

車道及び路肩 歩 道 アスカ－ブ 

粗粒度アスファルト混合物 2,350 2,200 － 

密粒度アスファルト混合物 2,350 2,200 － 

細粒度アスファルト混合物 2,300 2,150 2,100 

開粒度アスファルト混合物 1,940 － － 

瀝青安定処理路盤材 2,350 － － 

グースアスファルト混合物 2,350 － － 

（注） 密粒度アスファルト混合物及び細粒度アスファルト混合物には、それぞれギャップアスファルト混
合物を含む。 

 

表１－６ たて込み簡易土留機材の質量 

１セットの延長 掘 削 幅 掘 削 深 単  位 質  量 

30ｍ 3ｍ未満 

1.5ｍ t/セット 9.0 

2.0ｍ t/セット 12.0 

2.5ｍ t/セット 14.6 

3.0ｍ t/セット 18.4 

3.5ｍ t/セット 23.0 

4.0ｍ t/セット 32.7 

4.5ｍ t/セット 38.3 

5.0ｍ t/セット 46.5 

5.5ｍ t/セット 52.6 

6.0ｍ t/セット 58.5 

１セットの延長 掘 削 幅 掘 削 深 単  位 質  量 

30ｍ 3ｍ以上 

3.0ｍ t/セット 23.4 

3.5ｍ t/セット 24.8 

4.0ｍ t/セット 34.6 

4.5ｍ t/セット 40.8 

5.0ｍ t/セット 47.8 

5.5ｍ t/セット 56.3 

6.0ｍ t/セット 62.2 

15ｍ 3ｍ未満 

1.5ｍ t/セット 4.6 

2.0ｍ t/セット 6.1 

2.5ｍ t/セット 7.4 

3.0ｍ t/セット 9.4 

3.5ｍ t/セット 11.7 
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１－７ 数量計算における留意事項 

（１）控除不要数量 

次に示す数量は、原則として所要構造物の積算数量より控除しなくてよいものとする。 

１）盛土中で現地盤線以上の断面積が1㎡未満の構造物。 

２）石積・ブロック積工の内径φ300㎜以下の排水管及び内空断面積0.1㎡以下の暗渠。 

３）コンクリート構造物内の鉄筋、土留材、支保材及びスペーサーブロック。 

４）コンクリート構造物の面取り。 

５）コンクリート構造物の伸縮目地の間隔及び止水板。 

６）コンクリート構造物内のステップ等埋込み金具。 

７）コンクリート構造物内の内径φ300㎜以下の管類。但し、スラストブロック等で管等の空間比率が

大きい場合は除く。 

８）基礎材（均しコン含む）中の径３０cm以下の杭及び胴木 

９）材のボルト孔及びアンカー孔。 

10）その他、記１）～８）に準じると判断されるもの。 

 

（２）加算不要数量 

次に示す数量は、原則として所要構造物の積算数量に加算しないものとする。 

１）発注者が当該構造物の品質・形状等が不適当と認め解体・撤去を命じた構造物。 

２）型枠の余裕面積。 

３）積算歩掛等において考慮されているコンクリートまたは鉄筋等の材料損失量。 

４）鉄筋の組立・据付に要したタイクリップ等。 

５）管水路工事における管接合箇所の継手掘りに係る数量。 

６）その他、上記１）～５）に準じると判断されるもの。 
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１－８ 数量の算出について 

各工種の数量は、各章の記載内容により算出するものとする。 

また、数量は、施工箇所、構造物ごとに数量をとりまとめるものとする。 

 

なお、各章における「数量算出項目区分一覧表」に記載されている「○」、「×」が意味

する内容は次の通りである。 

 

「○」･･･数量算出項目の数量を算出するに当たって、○の区分については考慮する必要が

あることを示す。 

「×」･･･数量算出項目の数量を算出するに当たって、×の区分については考慮する必要が

ないことを示す。



 

 

 

 

 

 

第２章 土 工 
 

 

２－１ 基本事項 

（１）土及び岩の分類 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２－１ 

（２）法面勾配 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－４ 

（３）床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ） 

１）最小床掘幅 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２－６ 

２）管水路の床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ）  

①素掘施工の場合（砂基礎・砕石基礎） ・・・ ２－６ 

②素掘施工の場合（コンクリート基礎） ・・・ ２－８ 

③土留施工の場合（砂基礎・砕石基礎） ・・・ ２－８ 

④土留施工の場合（コンクリート基礎） ・・・ ２－１０ 

３）現場打ち構造物等の床掘余裕幅（ｂ） 

①素掘施工の場合 ・・・・・・・・・・・・・ ２－１１ 

②土留施工の場合 ・・・・・・・・・・・・・ ２－１２ 

４）土留方式別のＢ値及びｂ値の取扱い ・・・・ ２－１３ 

（４）土量変化率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－１５ 

 

２－２ 数量算出 

（１）掘削・床掘 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－１６ 

（２）盛土・埋戻 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－２２ 

（３）残土処理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－２７ 

（４）整形工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２－２８ 
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第２章 土  工 

  
 ２－１ 基本事項 

  
 （１）土及び岩の分類  

土質区分は、施工パッケージ型積算基準の１．土工 ①土量変化率 ２．土量変化率及

び４．土質区分の対応による。 

なお、施工パッケージ型積算基準と共通仕様書及び日本統一土質分類法との相関を表２

－１及び表２－２に示す。 

 

 
表２－１ 土質分類表（土 砂） 

土 砂  

施工パッケージ 共通仕様書・日本統一土質分類法 

土 質 名 
区 分 １ 区 分 ２ 

土  質  名 粒度組成 土  質  名 粒度組成 

砂 砂｛S｝ 

砂分≧礫分 

細粒分＜15% 

礫分＜15% 

砂（S） 
細粒分＜5% 

礫分＜5% 

礫まじり砂（S-G） 
細粒分＜5% 

5%≦礫分＜15% 

細粒分まじり砂（S-F） 
5%≦細粒分＜15% 

礫分＜5% 

細粒分礫まじり砂（S-FG） 
5%≦細粒分＜15% 

5%≦礫分＜15% 

砂質土 

礫質砂｛SG｝ 

砂分≧礫分 

細粒分＜15% 

15%≦礫分 

礫質砂（SG） 
細粒分＜5% 

15%≦礫分 

細粒分まじり礫質砂（SG-F） 
5%≦細粒分＜15% 

15%≦礫分 

細粒分まじり砂 

｛SF｝ 

砂分≧礫分 

15%≦細粒分 

細粒分質砂（SF） 
15%≦細粒分 

礫分＜5% 

礫まじり細粒分質砂（SF-G） 
15%≦細粒分 

5%≦礫分＜15% 

細粒分質礫質砂（SFG） 
15%≦細粒分 

15%≦礫分 

粘性土 

シルト｛M｝ 細粒分≧50% 

シルト（低液性限界）（ML） WL＜50% 

シルト（高液性限界）（MH） WL≧50% 

粘土｛C｝ 細粒分≧50% 

粘土（低液性限界）（CL） WL＜50% 

粘土（高液性限界）（CH） WL≧50% 

有機質土｛Ｏ｝ 細粒分≧50% 

有機質粘土（低液性限界）（OL） WL＜50% 

有機質粘土（高液性限界）（OH） WL≧50% 

有機質火山灰土 (OV)   
有機質で火山灰質であ

る 
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土 砂  

施工パッケージ 共通仕様書・日本統一土質分類法 

土 質 名 
区 分 １ 区 分 ２ 

土  質  名 粒度組成 土  質  名 粒度組成 

粘性土 

火山灰質粘性土 

｛V｝ 
細粒分≧50% 

火山灰質粘性土（低液性限界）(VL) WL＜50% 

火山灰質粘性土（Ⅰ型）(VH1) 50%≦WL＜80% 

火山灰質粘性土（Ⅱ型）(VH2) WL≧80% 

高 有 機 質 土

｛Pt｝ 

有機質を多く

含むもの 

泥炭（Pt） 未分解で繊維質 

黒泥（Mk） 分解が進み黒色 

礫質土 

礫｛G｝ 

礫分＞砂分 

細粒分＜15% 

砂分＜15% 

礫（G） 
細粒分＜5% 

砂分＜5% 

砂まじり礫（G-S） 
細粒分＜5% 

5%≦砂分＜15% 

細粒分まじり礫（G-F） 
5%≦細粒分＜15% 

砂分＜5% 

細粒分砂まじり礫（G-FS） 
5%≦細粒分＜15% 

5%≦砂分＜15% 

砂礫｛GS｝ 

礫分＞砂分 

細粒分＜15% 

15%≦砂分 

砂質礫（GS） 
細粒分＜5% 

15%≦砂分 

細粒分まじり砂質礫（GS-F） 
5%≦細粒分＜15% 

15%≦砂分 

細粒分まじり礫 

｛GF｝ 

礫分＞砂分 

15%≦細粒分 

細粒分質礫（GF） 
15%≦細粒分 

砂分＜5% 

砂まじり細粒分質礫（GF-S） 
15%≦細粒分 

5%≦砂分＜15% 

細粒分質砂質礫（GFS） 
15%≦細粒分 

15%≦細粒分 

（注）１． 上表「区分１」は、共通仕様書３－３－１の「名称［Ｃ］欄」並びに、日本統一土質分類法

（JGS 0051）での「中分類」を示している。 

２． 上表「区分２」は、共通仕様書３－３－１の「摘要欄」並びに、日本統一土質分類法   

（JGS 0051）での「小分類」を示している。 
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表２－２ 土質分類表（岩及びその他） 

岩及びその他  

施工パッケージ 共 通 仕 様 書 等 

土 質 名 説     明 摘  要 

転石混り土 岩塊・玉石（7.5㎝以上）の混入率が30%を超え、50%未満のもの。 玉石混じり土 

岩塊・玉石 
岩塊・玉石は粒径7.5㎝以上とし、丸みのあるものを玉石とする。 

岩塊・玉石（7.5㎝以上）の混入率が50％を超えるもの。 
玉石混じり土 

岩塊破砕された岩 

岩 

軟岩Ⅰ 

第三紀の岩石で固結の程度が弱いもの。 

風化がはなはだしくもろいもの。 

指先で離せる程度のもので、ｸﾗｯｸ間の間隔は1～5㎝程度のもの。 

第三紀の岩石で固結の程度が良好なもの。 

風化が相当進み、多少変色を伴い軽い打撃により容易に割れるもの、離

れやすいもので、亀裂間隔は5～10㎝程度のもの。 

 

軟岩Ⅱ 

凝灰質で堅く固結しているもの。 

風化が目に沿って相当進んでいるもの。 

亀裂間隔が10～30㎝程度で軽い打撃により離せる程度のもの。 

異質の硬い互層をなすもので層面が楽に離し得るもの。 

 

中硬岩 

石灰岩、多孔質安山岩のように、特にち密でなくても相当の硬さを有す

るもの。 

風化の程度があまり進んでいないもの。 

硬い岩石で間隔が30～50㎝程度の亀裂を有するもの。 

 

硬岩Ⅰ 

花崗岩、結晶片岩などで全く変化していないもの。 

亀裂間隔が1ｍ内外で相当密着しているもの。 

硬い良好な石材が取り得るようなもの。 
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 （２）法面勾配 

  
１）切土法面（掘削） 

掘削する場合の法面勾配は設計図書によるが、参考として土質別の法勾配を表２－３に示す。 

 

表２－３ 土質別切土法面（掘削）勾配 

地 山 の 土 質 切土高 勾 配 

硬 岩   1:0.3 ～ 1:0.8 

軟 岩   1:0.5 ～ 1:1.2 

砂 密実でない粒度分布の悪いもの  1:1.5 ～ 

砂質土 

密実なもの 
5ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

5～10ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの 
5ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

5～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

砂利 

岩塊まじり砂質土 

密実なもの、または粒度分布のよいもの 
10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

10～15ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの、または粒度分布の悪いもの 
10ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

10～15ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

粘性土  10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.2 

岩塊混じり 

玉石混じりの粘性土 

 5ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

5～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

【出典：「道路土工（切土工・斜面安定工指針）」P136】 
（注）１． 上表の標準勾配は地盤条件、切土条件等により適用できない場合があるので「道路土工（切土工・

斜面安定工指針）」本文を参照すること。 

２． 土質構成などにより単一勾配としないときの切土高及び勾配の考え方は図２－１を参考とする。 

３． 勾配に小段は含めない。 

４． 勾配に対する切土高は当該切土法面から上部の全切土高とする。 

５． シルトは粘性土として取扱う。 

６． 表記載以外の土質は別途考慮する。 

 
図２－１ 土質構成により単一勾配としない場合の法勾配 

土質ａ 

土質ｂ Hａ：土質ａの法勾配に対する切土高 

Hｂ：土質ｂの法勾配に対する切土高 

Hａ 

Hｂ 
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２）切土法面（床掘） 

床掘の場合の法面勾配は、表２－４を標準とする。 

表２－４ 土質別切土法面（床掘）勾配 

          法 高 

地 質 
2ｍ未満 2ｍ以上5ｍ未満 5ｍ以上 

岩又は堅い粘土 0～0.1 0～0.3 0.3～ 

粘 性 土 0～0.3 0.2～0.5 0.6～ 

シ ル ト 0.2～0.4 0.3～0.6 1.0～ 

砂 質 土 0.4～0.6 0.5～1.2 1.2～ 

砂 1.5 1.5～ － 

礫及び礫質土 0.3～0.8 0.6～1.5 － 

ゆるんだ地山 1.0 － － 

            【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P528】 

（注）１． 過去の施工実績より、所定の勾配が把握されている場合は、その勾配を用いる。 

２． 法面の含水状態、湧水状態及び地表面の状態（水田、沢等）により本表により難い場合は、上

表の値を適宜増減できる。ただし、労働安全衛生規則の下限を下回ってはならない。 

３． 切土法面に奥行きが 2ｍ以上の水平な小段があるときは、当該段により法高さを算定できる。

（労働安全衛生規則第356条の考え方による。） 

４． 地層が互層になっている場合の勾配の決定方法は、表２－４における主体的な地層で決定する。

なお、これにより難い場合は、次のとおりとする。 

ａ. 下層に緩勾配適用土層、上層に急勾配適用土層が位置する場合は、全体の切土勾配は下

層の緩勾配で統一する。 

ｂ. 下層に急勾配、上層に緩勾配土層が位置する場合は、各土層の勾配に基づき決定する。 

ｃ. 上記のいずれの場合においても切土法高は各地層で考えるのではなく、全体で考えるも

のとする。 

 
３）盛土法面 

盛土の法面勾配は設計図書によるが、参考として土質別の法勾配を表２－５に示す。 

表２－５ 土質別盛土法面勾配 

盛 土 材 料 盛土高 勾   配 摘   要 

粒度の良い砂（Ｓ）， 

礫及び細粒分混じり礫（Ｇ） 

5ｍ以下 1:1.5～1:1.8 （ ）の統一分類は代表的

なものを参考に示す。 

5～15ｍ 1:1.8～1:2.0 

粒度の悪い砂（ＳＧ） 10ｍ以下 1:1.8～1:2.0 

岩塊(ずりを含む) 
10ｍ以下 1:1.5～1:1.8 

10～20ｍ 1:1.8～1:2.0 

砂質土（ＳＦ），硬い粘質土，硬い粘

土（洪積層の固い粘性土，粘土，関東

ロームなど） 

5ｍ以下 1:1.5～1:1.8 

5～10ｍ 1:1.8～1:2.0 

火山灰質粘性土（Ｖ） 5ｍ以下 1:1.8～1:2.0 

【出典：「道路土工（盛土工指針）」P106】 

（注）１． 上表は、基礎地盤の支持力が十分にあり、基礎地盤からの地下水の流入、あるいは浸水のおそ

れがなく、水平薄層に敷均し転圧された盛土で、必要に応じて浸食の対策（土羽土、植生工、簡

易な法枠、ブロック張工等による保護工）を施した法面の安定確保に必要な最急勾配を示したも

のである。 

２． 盛土高とは、法肩と法尻の高低差をいう。 

３． すべり等の安定計算により所定の勾配を求めた場合は、その勾配による。 
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 （３）床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ） 

  
１）最小床掘幅 

施工方法による最小床掘底幅は、表２－６を標準とする。 

 

表２－６ 施工方法による最小床掘底幅 

施工方法 最小床掘底幅（㎜） 

機械施工 500程度 

人力施工 600 

【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P523】 

 
２）管水路の床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ） 

①素掘施工の場合（砂基礎・砕石基礎） 

素掘施工の場合の砂基礎または砕石基礎における各管種の床掘幅（Ｂ）は、表２－７～表２－９を

標準とする。なお、設計幅が同表と異なる場合は、設計幅とする。 

 

図２－２ 素掘施工の床掘幅（砂・砕石基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

表２－７ 硬質ポリ塩化ビニル管のＢ値 

    施工方法 

管径(呼径) 

人力施工 

（mm） 

機械施工 

（mm） 

100mm以下 600 500 

150mm 600 500 

200 600 500 

250 600 600 

300 800 800 

350 850 850 

400 900 900 

450 950 950 

500 1,000 1,000 

600 1,100 1,100 

700 1,200 1,200 

800 1,300 1,300 

  【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P523】 

（注）１． 管径 200 ㎜以下の布設作業は、原則として、溝外作業の場合であるが、溝内で

作業する箇所（空気弁、排泥弁、立上り管、分岐管等）の機械施工のＢ値は人力

施工に準じる。 

２． 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 

Ｂ 

Ｂ：床掘幅 
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表２－８ コンクリート管のＢ値 

      施工方法 

管径(呼径) 

人力・機械施工 

（mm） 

      施工方法 

管径(呼径) 

人力・機械施工 

（mm） 

 200mm 850 1,100mm 2,100 

 250 900 1,200 2,400 

 300 950 1,350 2,550 

 350 1,000 1,500 2,700 

 400 1,050 1,650 2,900 

 450 1,150 1,800 3,050 

 500 1,400 2,000 3,300 

 600 1,500 2,200 3,500 

 700 1,600 2,400 3,750 

 800 1,750 2,600 4,000 

 900 1,850 2,800 4,200 

1,000 1,950 3,000 4,450 

           【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P524】 

（注）１． 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 

２． 管径 450 ㎜以下で、ブルドーザ等により地表面より転圧する場合は、表２－７の人

力施工のＢ値に準ずる。 

 

表２－９ 鋼管・ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管・強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管のＢ値 

   施工方法 

 

管径(呼径) 

人力施工 

（mm） 

機械施工 

（mm） 

  施工方法 

 

管径(呼径) 

人力施工 

（mm） 

機械施工 

（mm） 

100mm以下   600   500 1,000mm 1,800 1,800 

150mm   600   500 1,100 1,900 1,900 

200   600   600 1,200 2,200 2,200 

250   850   850 1,350 2,350 2,350 

300   900   900 1,500 2,500 2,500 

350   950   950 1,650 2,650 2,650 

400 1,000 1,000 1,800 2,800 2,800 

450 1,050 1,050 2,000 3,000 3,000 

500 1,300 1,300 2,200 3,200 3,200 

600 1,400 1,400 2,400 3,400 3,400 

700 1,500 1,500 2,600 3,600 3,600 

800 1,600 1,600 2,800 3,800 3,800 

900 1,700 1,700 3,000 4,000 4,000 

【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P524】 

（注）１． 鋼管で中間径の場合は直近上位管径のＢ値を採用する。 

２． 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 

３． 管径 150 ㎜以下の布設作業は、原則として溝外作業であるが、溝内で作業する箇所

（空気弁、排泥弁、立上り管、分岐管等）の機械施工のＢ値は人力施工に準じる。 
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②素掘施工の場合（コンクリート基礎） 

素掘施工の場合のｺﾝｸﾘｰﾄ基礎における各管種の床掘余裕幅（ｂ）は、表２－１０を標準とする。 

 
図２－３ 素掘施工の床掘余裕幅（ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎） 

 

 

 

 

 

表２－１０ コンクリート基礎のｂ値 

ｈ ｂ 

600㎜未満 450㎜ 

600㎜以上 500㎜ 

      【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P525】 

（注）１． 溝内排水用の側溝を設ける場合は別途計上する。 

２． 足場が必要な場合は、別途考慮する。 

 

③土留施工の場合（砂基礎・砕石基礎） 

土留施工の場合の砂基礎または砕石基礎における各管種の床掘幅（Ｂ）は、表２－１１～表２－１

３を標準とする。 

なお、設計幅が同表と異なる場合は、設計幅とする。 

 

図２－４ 土留施工の床掘幅（砂・砕石基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

（注） ただし、鋼矢板土留、たて込み簡易土留の場合、掘削量の計算はＢ’値を採用する。 

 

ｈ 

ｈ 

ｂ ｂ 

ｂ：ｺﾝｸﾘ-ﾄ基礎の床掘余裕幅 

ｈ：ｺﾝｸﾘ-ﾄ基礎の基礎高さ(厚さ) 

土 留 

Ｂ 

基床部 Ｂ：床掘幅 

Ｂ’ 



2-9 

表２－１１ 硬質ポリ塩化ビニル管のＢ値 

            施工方法 
管 径(呼径) 

人力施工・機械施工 
（mm） 

250mm以下 900 

300mm 950 

350 1,000 

400 1,100 

450 1,200 

500 1,300 

600 1,500 

700 1,600 

800 1,700 

      【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P525】 
（注）１． 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む 

２． 管径 200 ㎜以下で、溝内で作業しない箇所（空気弁、排泥弁、立上り管、分
岐管等以外）が連続で 30ｍ以上ある場合はＢ値を 600 ㎜まで減じることができ
る。この場合に矢板を引抜く時は、管の浮き上り等の危険を考慮して幅を決定
する。 

 

表２－１２ コンクリート管のＢ値 

      施工方法 
管径(呼径) 

人力施工 
機械施工 

      施工方法 
管径(呼径) 

人力施工 
機械施工 

  200㎜     950㎜   1,100㎜   2,500㎜ 

250 1,000 1,200 2,800 

300 1,050 1,350 3,000 

350 1,100 1,500 3,150 

400 1,150 1,650 3,300 

450 1,250 1,800 3,550 

500 1,700 2,000 3,800 

600 1,800 2,200 4,000 

700 1,900 2,400 4,250 

800 2,150 2,600 4,500 

900 2,250 2,800 4,700 

1,000 2,350 3,000 4,950 

      【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P526】 
（注） 溝内排水用の側溝幅はＢ値に含む。 
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表２－１３ 鋼管・ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管・強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管のＢ値 

      施工方法 

管径(呼径) 

人力・機械施工 

（mm） 

      施工方法 

管径(呼径) 

人力・機械施工 

（mm） 

100㎜以下 900   1,000㎜ 2,200 

150mm 900 1,100 2,300 

200 900 1,200 2,600 

250 950 1,350 2,750 

300 1,000 1,500 2,900 

350 1,050 1,650 3,050 

400 1,100 1,800 3,300 

450 1,150 2,000 3,500 

500 1,600 2,200 3,700 

600 1,700 2,400 3,900 

700 1,800 2,600 4,100 

800 2,000 2,800 4,300 

900 2,100 3,000 4,500 

【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P526】 

（注）１． 鋼管で中間径の場合は直近上位管径のＢ値を採用する。 

２． 溝内排水用の側溝幅は、Ｂ値に含む。 

 

④土留施工の場合（コンクリート基礎） 

土留施工の場合のｺﾝｸﾘｰﾄ基礎における各管種の床掘余裕幅（ｂ）は、表２－１４を標準とする。 

 

図２－５ 土留施工の床掘余裕幅（ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１４ コンクリート基礎のｂ値 

ｈ ｂ 

600㎜未満 500㎜ 

600㎜以上 600mm 

      【出典：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」P527】 

（注） 溝内排水用の側溝を設ける場合は別途計上する。 

 

 

ｂ ｂ 

ｈ 
ｈ 

土留材 

ｂ：ｺﾝｸﾘ-ﾄ基礎の床掘余裕幅 

ｈ：ｺﾝｸﾘ-ﾄ基礎の基礎高さ(厚さ) 
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３）現場打ち構造物等の床掘余裕幅（ｂ） 

①素掘施工の場合 

素掘施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表２－１５～表２－

１６を標準とする。 
 

図２－６ 素掘施工の床掘余裕幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１５ 二次製品構造物のｂ値 

切 土 高 床掘余裕幅 

Ｈ≦1.0ｍ ｂ≧300mm且つｂ’≧200mm 

Ｈ＞1.0ｍ ｂ≧500mm且つｂ’≧200mm 

（注） 作業上足場等が必要な場合は、別途検討する。 

 

図２－７ 足場設置の場合<参考図> 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図２－８ 足場設置の場合<参考図>（フーチングのある場合） 

 

 

 

 

（足場設置面） 500  足場幅

 
ｂ 

ｈ Ｈ（切土高） 

足 場 

ｂ 

ｂ 

ｂ’ 
Ｈ（切土高） 

足場幅＋500以上確保 

（足場設置面） 
足 場 
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表２－１６ 現場打ち構造物のｂ値 

切 土 高 床掘余裕幅 

Ｈ＜2.0ｍ ｂ≧500mm且つｂ’≧300mm 

Ｈ≧2.0ｍ ｂ≧1000mm且つｂ’≧300mm 

（注）１． 高さ（h）2.0m未満の場合は原則として足場は計上しない。 

２． 足場を設置する場合は、足場設置面で所用の床掘余裕幅（ｂ）が確保される

よう計画する。（図２－７参照） 

３． フーチング（張り出し）のある場合の足場設置面は、フーチング上面とする。

（図２－８参照） 

４． 足場幅は、１６－７鋼製足場による。 

 

②土留施工の場合 

土留施工の場合の現場打ち及び二次製品構造物における床掘余裕幅（ｂ）は、表２－１７～表２－

１８を標準とする。 

 

図２－９ 土留施工の床掘余裕幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－１７ 二次製品構造物のｂ値 

 床掘余裕幅 

標  準 ｂ＝500mm 

（注）１． 排水側溝等については、ｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合

は別途考慮するものとする。 

２． 床掘深さが深く足場が必要な場合には、別途考慮するものとする。 

 

図２－１０ 足場設置の場合<参考図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 
Ｈ（切土高） 

足 場 

（足場設置面） 足場幅 

ｂ 

ｈ 
Ｈ（切土高） 

500     100 

土留壁 
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表２－１８ 現場打ち構造物のｂ値 

構造物の高さ 床掘余裕幅 

ｈ＜2.0ｍ ｂ＝1000mm 

ｈ≧2.0ｍ ｂ＝600mm＋足場幅 

（注）１． 高さ（h）2.0m未満の場合は原則として足場は計上しない。 

２． 排水側溝等については、ｂ値に含むものとするが、湧水等が異常に多い場合

は別途考慮するものとする。 

３． 足場幅は、１６－７鋼製足場による。 

 

４）土留方式別のＢ値及びｂ値の取扱い 

各種土留方式の場合の床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ）の取扱いは、図２－１１～図２－ 

１４による。 

なお、腹起しが構造物の施工に支障となる場合は、図２－１５の取扱いとする。 

 

図２－１１ 親杭横矢板土留の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ）は、横矢板内面からの幅とする。 

 

 

図２－１２ 軽量鋼矢板土留の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 床掘幅（Ｂ）及び床掘余裕幅（ｂ）は、軽量鋼矢板内面からの幅とする。 

軽量鋼矢板 

（構造物） 

ｂ 

ｂ 

Ｂ 

横矢板 ｂ 

ｂ 

Ｂ 
（構造物） 

親杭（Ｈ形鋼等） 
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図２－１３ 鋼矢板土留の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１． 床掘幅は、鋼矢板の部材中心線間からの幅（Ｂ’）とする。 

［Ｂ’＝Ｂ＋矢板ｳｪﾌﾞ長×２］ 

２． 床掘余裕幅（ｂ）は、鋼矢板内面からの幅とする。 

 

 

図２－１４ たて込み簡易土留の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）１． 床掘幅（Ｂ’）は、土留板外面からの幅とする。［Ｂ’＝Ｂ＋土留板厚×２］ 

２． 床掘余裕幅（ｂ）は、土留板内面からの幅とする。 

           ３． 土留め板厚は、掘削深 3.5ｍ以下 65mm×2=130mm、3.5ｍ超え 105mm×2=210mmとす

る。 

 

図２－１５ 腹起が構造物施工に支障となる場合の床掘余裕幅 

 

 

 

 

 

 

ｂ 

ｂ 

Ｂ Ｂ’ （構造物） 

（構造物） 

ｂ 
腹起 

土留め壁 

土留板 ｂ 

ｂ 

Ｂ' （構造物） Ｂ 
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 （４）土量変化率 

工事において土量操作を行う場合には，土量変化率を考慮する。 

各土質による土量変化率の標準を表２－１９に示す。なお細分し難いときは、表２－

２０を使用してよい。 

なお、ほ場整備工事及び農用地造成工事は、表２－１９によらず、各地区の実態によ

る土量変化率を用いる。 

 
表２－１９ 土量の変化率 

分  類  名  称 変化率Ｌ 

（ほぐした状態） 

変化率Ｃ 

（締固め後の状態） 主 要 区 分 

礫質土 
礫 1.20 0.95 

礫質土 1.20 0.90 

砂質土及び砂 

砂 1.20 0.95 

砂質土 

(普通土) 
1.20 0.90 

粘性土 

粘性土 1.30 0.90 

高含水比 

粘性土 
1.25 0.90 

転石混り土 転石混り土 1.20 1.00 

岩 塊 ・ 玉 石 1.20 1.00 

軟 岩 Ⅰ 1.30 1.15 

軟 岩 Ⅱ 1.50 1.20 

中 硬 岩 1.60 1.25 

硬 岩 Ⅰ 1.65 1.40 

(注)１． 本表は体積（土量）より求めたＬ、Ｃである。 

２． 土量変化率には、施工中の損失量は含まれない。 

３． 当該現場の土量変化率が把握されている場合には，その値を用いる。  

４． 土質及び現場条件等により上記の数値を使用できない場合は、別途検討する。 

 

表２－２０ 土量の変化率 

分 類 名 称 変化率Ｌ 

（ほぐした状態） 

変化率Ｃ 

（締固め後の状態） 
１／Ｃ Ｌ／Ｃ 

主 要 区 分 

礫質土 1.20 0.90 1.11 1.33 

砂質土及び砂 1.20 0.90 1.11 1.33 

粘性土 1.25 0.90 1.11 1.39 

（注）１． 上表により求めた数値は、小数点以下第３位を四捨五入し２位止めとする。 

２． 本表は体積（土量）より求めたＬ、Ｃである。 

３． １／Ｃは「締固め後の土量」を「地山の土量」に換算する場合に使用する。  

４． Ｌ／Ｃは「締固め後の土量」を「ほぐした土量」に換算する場合に使用する。 
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掘 削 
床 掘 

床 掘 
施工基面 

掘 削 

床 掘 

施工基面 

掘 削 

 ２－２ 数量算出  

数量は、「掘削」、「床掘」、「盛土」、「埋戻」、「残土処理」及び「整形工」に

区分し算出する。 
 

 （１）掘削・床掘 

  
１）数量算出区分 

「掘削」とは、現地盤線から施工基面までの土砂等を掘り下げる箇所であり、埋戻（基礎も

含む）を伴わないものである。 

また、「床掘」とは、構造物の築造または撤去を目的に、現地盤線または施工基面から土砂等

を掘り下げる箇所であり、埋戻（基礎も含む）を伴うものである。 

出来高で受け取る断面については掘削とし、出来高が要らないものは床掘とする。 

なお、具体的な算出区分の例を図２－１６～図２－２０に示す。 

 

図２－１６ 積ブロック擁壁の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１７ 逆Ｔ擁壁の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※Ⓑ’は埋戻が伴うため、数量算出項目は床掘として計

上するが、積算は掘削（地山）で行う。 

記号 数量算出項目 実作業 

Ⓐ 掘削 掘削（地山） 

Ⓑ 床掘 掘削（床掘） 

Ⓑ’ 床掘 掘削（地山） 

 

Ⓐ 

Ⓐ 

Ⓑ 
 

Ⓑ’ 

Ⓑ 
 

Ⓐ 
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掘 削 

床 掘 

施工基面 

掘 削 

床 掘 

施工基面 

図２－１８ 農道の場合 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１９ 開水路の場合 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図２－２０ 管水路の場合 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

掘 削 

床 掘 

施工基面（計画路床面） 

（計画舗装面） 

Ⓑ 
 

記号 数量算出項目 実作業 

Ⓐ 掘削 掘削（地山） 

Ⓑ 床掘 掘削（床掘） 

Ⓑ’ 床掘 掘削（地山） 

 

Ⓑ’ 

Ⓐ 

Ⓐ 

Ⓐ 

Ⓑ 
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２）数量算出項目 

掘削または床掘の数量は、次の項目に区分し算出する。 

表２－２１ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
土 質 施工形態 構造物 領域 

障害の 

有無 
単位 数 量 備 考 

掘  削 ○ ○ ○ × ○ ㎥   

床  掘 ○ ○ ○ ○ ○ ㎥   

 

①土質区分 

土質は、表２－１及び表２－２における施工パッケージ型積算基準等の土質名に基づき、適用

する施工パッケージ等の土質区分を考慮し算出する。 
 

②施工形態区分 

ａ．掘  削 

掘削の施工形態は、「オープンカット」、「片切掘削」、「水中掘削」、「現場制約有り」、

「上記以外(小規模)」に区分し算出する。 

なお、軟岩又は硬岩のオープンカット、片切掘削の場合は、「破砕片除去の有無」及び「集積

押土の有無」を区分して算出する。 

また、掘削の施工形態の細別は図２－２１のとおりである。 
 

図２－２１ 掘削施工形態区分 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

オープンカット 上左図のように、切取面が水平もしくは緩傾斜を成すように施工できる場
合で、切取幅５ｍ以上、且つ延長２０ｍ以上を標準とする。 

片 切 掘 削 

上右図及び上中図の○Ｂ領域のように、切取幅５ｍ未満の場合とする。 
なお、上中図のような箇所であっても、地形及び工事量等の現場条件を十

分考慮の上、前述オープンカット工法が可能と判断される場合は（○Ａ 領

域）、オープンカットを適用する。 

水 中 掘 削 
土留・仮締切工の施工条件において掘削深さが５ｍを超える場合、又は掘

削深さが５ｍ以内でも土留・仮締切工の切梁等のためバックホウが使用でき

ない場合で水中の掘削積込作業。 

現場制約有り 機械施工が困難な場合に適用する。 

上記以外(小規模) 

標準：1 箇所当り施工土量が 100ｍ3 以下、又は 100ｍ3 以上で現場が狭隘

な場合（平均施工幅が1ｍ未満）。 

標準以外：構造物及び建造物等の障害物により施工条件が制限されるよう

な狭隘な場合（平均施工幅が 1ｍ未満）、又は 1 箇所当り施工土量が

50m3以下の場合。 
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ｂ．床  掘 

床掘の施工形態は、「標準」、「平均施工幅1ｍ以上2ｍ未満」、「上記以外（小規模）」、

「掘削深さ5ｍ超20ｍ以下」、「掘削深さ20ｍ超」、「現場制約有り」に区分し算出する。 

 

施工形態区分 区分内容 

標準 

平均施工幅1ｍ以上2ｍ未満 

上記以外（小規模） 

バックホウを使用する場合に適用する。 

掘削深さ5ｍ超20ｍ以下 

掘削深さ20ｍ超 

クラムシェルを使用する場合に適用する。 

現場制約有り 機械施工が困難な場合に適用する。 

 

また、「素掘施工」と「土留施工」に区分し、土留施工の場合は、さらに「自立式土留」、

「グラウンドアンカー方式土留」、「切梁腹起方式土留」及び「たて込み簡易土留」に区分し算

出する。 

なお、素掘施工と土留施工の細別を図２－２２～図２－２３に示す。 

 

図２－２２ 素掘施工の施工形態区分 

 
 
 
 
  
 
 
 

（注） ○Ｂ領域で掘削深Hが２０ｍを超える場合は、さらに区分する。 

 
図２－２３ 土留施工の施工形態区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

掘削深H≦5m 

掘削深H≦5m 

○Ａ領域 

○Ａ領域 

○Ｂ領域 

施工基面 

施工基面 

5m＜掘削深H≦20m 

［ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰ方式土留］ ［自立式土留］ 
施工基面 

○Ａ領域 

○Ｂ領域 

5m
＜
掘
削
深

H≦
20
m 

掘
削
深

H≦
5m
 

施工基面 
［切梁腹起方式土留］ 

○Ａ－1領域 

○Ｂ領域 

○Ａ－2領域 

掘
削
深

H≦
5m
 

5m
＜
掘
削
深

H≦
20
m 

○Ｃ領域 

掘
削
深

H＞
20
m 

1.0m 
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③構造物区分 

造成目的構造物毎に区分し算出する。 

 
④領域区分 

図２－２２～図２－２３に示す領域毎に区分し算出する。 

領域区分 区分内容 

○Ａ 領 域 施工基面から掘削深Hが５ｍ以内の部分 

 ○Ａ－1領域 切梁式土留の場合で、最上段切梁部材中心線より掘削深Hが１ｍ以内の部分 

○Ａ－２領域 掘削深Hが○Ａ－1領域を超え、施工基面から５ｍ以内の部分 

○Ｂ 領 域 施工基面から掘削深Hが５ｍを超え２０ｍ以内の部分 

○Ｃ 領 域 施工基面から掘削深Hが２０ｍを超えた部分 

○Ｄ 領 域 たて込み簡易土留の場合で、施工基面から掘削深Hが６ｍ以内の部分 

 
⑤障害の有無区分 

 以下を参考に障害の有無に区分して算出する。 

ａ．掘  削 

土砂、岩塊・玉石の場合 

無し：構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されず、連続掘削作業

ができる場合。 

有り：掘削作業において障害物等により施工条件に制限があり（例えば作業障害が多い場合）

連続掘削作業ができない場合。掘削深さ5ｍ以内で掘削箇所が地下水位等で排水をせず

水中掘削（溝掘り、基礎掘削）を行う場合。 

 

軟岩の場合 

無し：掘削量が5,000ｍ３未満で掘削箇所に大型ブレーカが入り作業出来る場合、もしくは掘削

量が5,000ｍ３以上の場合。 

有り：掘削量が5,000ｍ３未満で掘削箇所に大型ブレーカが入れない場合で、掘削箇所の外から

作業する場合。 

 

硬岩の場合 

無し：掘削箇所に大型ブレーカが入り作業できる場合、もしくは火薬を使用する場合。 

有り：掘削箇所に大型ブレーカが入れない場合で、掘削箇所の外から作業する場合。 

 

 

（注） たて込み簡易土留における○Ｄ領域は、次の 
掘削深（Ｈ）と掘削幅（Ｂ）により区分する。 

掘削深Ｈ Ｂ 
掘削深Ｈ≦３ｍ ０．９０ｍ≦Ｂ＜１．１０ｍ 
掘削深Ｈ≦４ｍ １．１０ｍ≦Ｂ＜１．３５ｍ 
掘削深Ｈ≦６ｍ １．３５ｍ≦Ｂ≦４．７０ｍ 

 

［たて込み簡易土留］ 
施工基面 

○Ｄ領域 

Ｂ 

掘
削
深

H≦
6m
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ｂ．床  掘 

無し：構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されないオープン掘削

の場合。 

   構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されない矢板のみの土

留・仮締切工法掘削の場合。 

   土留・仮締切工の中に切梁・腹越し又は基礎杭等の障害がない場合。 

有り：床掘作業において、障害物等により施工条件に制限がある場合。（例えば作業障害が多

い場合） 

   土留・仮締切工の中に切梁・腹越し又は基礎杭等の障害がある場合。 
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（２）盛土・埋戻 

 
１）数量算出区分 

「盛土」とは、現況地盤線または計画埋戻線より上方に土砂等を盛立てる箇所である。 

また、「埋戻」とは、構造物の築造または撤去後、現況地盤線または計画埋戻線まで土砂等を

埋戻す箇所である。 

なお、具体的な算出区分の例を図２－２５～図２－３０に示す。 

 

図２－２５ 盛土の場合① 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

図２－２６ 盛土の場合② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２７ 埋戻の場合① 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

盛 土 

盛土（路肩盛土） 

舗 装 

1.0ｍ 

路 盤 

（計画路床面） 

盛土（路体盛土） 

盛土（路床盛土） 

段  切  り 

段 切 り 部 詳 細 
（地山勾配が１：４より急な場合

は、共通仕様書等に基づき段切りを
行う。） 
 

最小幅１.0ｍ 

最小高さ0.5ｍ 

※ 滑動防止等のために指定又は任意によって

行う段切りに係る、掘削、盛土に要する費用

は準備費に含まれているため、段切りに係る

数量を計上する必要はない。また、盛土材を

購入する場合にあっても、段切り部の盛土に

必要な材料を計上する必要はない。 

段切り部詳細参照  

埋 戻 
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基礎工 

埋 戻 

埋 戻 

（現況地盤線） 

（計画舗装面） 

（計画路床面） 盛土（路体盛土） 

盛土（路床盛土） 

1.0ｍ 

図２－２８ 埋戻の場合② 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

図２－２９ 複合（盛土＋埋戻）の場合① 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２－３０ 複合（盛土＋埋戻）の場合② 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0.5ｍ 

構造物周辺数量区分範囲 

埋 戻 

0.5ｍ 

盛 土 埋 戻 

埋 戻 

（現況地盤線） 

（計画埋戻線） 
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２）数量算出項目 

盛土または埋戻の数量は、次の項目に区分し算出する。 
 

表２－２２ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
土 質 施工幅 構造物 単位 数 量 備 考 

盛 土 ○ ○ ○ ㎥   

埋 戻 ○ ○ ○ ㎥   

 
①土質区分 

土質は、表２－１における施工パッケージ型積算基準等の土質名に基づき、適用する施工パッケー

ジ等の土質区分を考慮し算出する。 

 
②施工幅区分 

施工幅は、表２－２３により区分する。 

なお、構造物周辺の盛土及び埋戻については、図２－３１～図２－３４により区分する。 
 

表２－２３ 施工幅区分 

区  分 施工箇所 施  工  幅 

盛  土 
埋  戻 

構造物周辺 ０．５ｍ 

上記以外 

Ｂ≧４．０ｍ 
２．５ｍ≦Ｂ＜４．０ｍ 
１．０ｍ≦Ｂ＜２．５ｍ 

Ｂ＜１．０ｍ 
      (注)【盛土の場合】 

１．施工幅1.0ｍ≦B<2.5ｍの締固め機種は振動ローラ(搭乗式)を標準とする。 
         ２．施工幅B＜1.0ｍの締固め機種は振動ローラ(ハンドガイド式)又は振動コンパクタ 
          及びタンパのうち現場条件により適切な機種を選定する。 
        【埋戻の場合】 
        １．施工幅1.0m≦B<2.5ｍの締固め機種は振動ローラ（搭乗式）又は振動ローラ 

（ハンドガイド式）を現場条件により適切な機種を選定する。 
        ２．施工幅B＜1.0ｍの締固め機種は振動コンパクタ又はタンパのうち現場条件により 

適切な機種を選定する。 
        
 

図２－３１ 開水路の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

0.5ｍ 

構造物周辺数量区分範囲 

盛 土 

0.5ｍ 

Ｂ 
埋 戻 

Ｂ 
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図２－３２ 擁壁の場合 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図２－３３ 農道の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）１． 舗装端部に各種側溝、境界ブロック及びアスファルトカーブを設置した側方に、路肩

盛土を設置する場合は、構造物周辺数量区分範囲として取扱う。 

２． 盛土法面を築立（土羽）整形する場合の施工幅（Ｂ）は、土羽土厚さを含めない。 

 
 

図２－３４ 管水路の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）１． 管水路の場合の構造物周辺数量区分範囲で、Ｂが１．０ｍ以上の場合は、区分①と区

分②に細分し算出する。なお、区分①における締固め作業の適用機種は、振動ローラハ

ンドガイド式(0.8～1.1t)とし、区分②における締固め作業の適用機種は、振動コンパク

タ（前進型90kg）又はタンパ(60～80kg)とする。 

２． ボックスカルバートの頂版上方の埋戻は、管水路の場合と同様に取扱う。 

 

0.5ｍ 

基礎工 

Ｂ 

Ｂ 

埋 戻 
構造物周辺数量区分範囲 

0.3ｍ 

0.3ｍ 

［区分①］ 
［区分②］ 

0.5ｍ 

0.5ｍ 

埋 戻 

構造物周辺数量区分範囲 

0.5ｍ 

0.6ｍ 

Ｂ Ｂ 

Ｂ 

埋 戻 

盛土（路床盛土） 

盛土（路肩盛土） 

埋 戻 

構造物周辺数量区分範囲 

0.5ｍ 

0.5ｍ 

Ｂ 

Ｂ 

Ｂ 
Ｂ 
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③構造物区分 

造成目的構造物毎に区分し算出する。 
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（３）残土処理 

 
１）数量算出区分 

掘削及び床掘に伴い生じた残土を運搬・処理する作業を「作業残土処理」として算出する。 

 

２）数量算出項目 

作業残土処理の数量を区分ごとに算出する。 

 

表２－２４ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
土 質 処理形態 単位 数 量 備 考 

作業残土処理 ○ ○ ㎥   

 
①土質区分 

土質は、表２－１及び表２－２における施工パッケージ型積算基準等の土質名に基づき、適用する

施工パッケージ等の土質区分を考慮し算出する。 

 

②処理形態区分 

他工区への流用処理と建設発生土受入地への搬入処理に区分し算出する。 
 

③数量算出留意事項 

ａ．「作業残土処理」における土量の算出に当たっての埋戻必要土量は、土量変化率（地山の土

量）を考慮する。 

ｂ．建設発生土受入地への搬入処理において、建設発生土受入地が複数存在する場合は、それぞれ

の建設発生土受入地毎に区分し算出する。 
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（４）整 形 工 

 
１）数量算出区分 

整形工は、「法面整形」、「荒仕上げ」、「基面整正」及び「管水路基礎整形」に区分する。 

「法面整形」とは、掘削または盛土により造成された法面において、構造物の品質、円滑な

施工性及び設計断面を確保する目的で行われる作業で、「切土」と「盛土」に区分する。 

「荒仕上げ」とは、床掘により生じる法面において、工事期間中の雨水等による法面浸食や

落石の発生を防止し、作業時における安全性を確保する目的で行われる作業である。 

「基面整正」とは、床掘における床付面（構造物設置基面）を平滑に整形する作業である。 

「管水路基礎整形」とは、管水路における基礎の品質、円滑な施工性及び設計断面を確保す

る目的で行われる作業で、「基面」と「法面」に区分する。 

なお、具体的な算出区分の例を図２－３５～図２－３９に示す。 

 

図２－３５ 農道の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－３６ 開水路の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法面整形（切土） 

法面整形（盛土） 

盛土（路床・路体） 

掘 削 

荒仕上げ 

基面整正 

法面整形（切土） 
掘 削 

床 掘 
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図２－３７ 管水路（砂・砕石基礎）の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－３８ 管水路（コンクリート基礎）の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－３９ 積ブロック擁壁の場合 

 

管水路基礎整形（法面） 

荒仕上げ 

管水路基礎整形 
（基面） 

埋 戻 

基 礎 

荒仕上げ 

管水路基礎整形 
（基面） 

埋 戻 

基 礎 

 

荒仕上げ 

基面整正 

掘 削 
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２）数量算出項目 

整形工の数量は、次の項目に区分し算出する。 

 

表２－２５ 数量算出項目区分一覧表 

区分 
項目 土 質 施工部位 施工形態 単位 数 量 備 考 

法面整形 ○ ○ ○ ㎡   
荒仕上げ ○ × × ㎡   
基面整正 ○ × × ㎡   
管水路基礎整形 ○ ○ × ㎡   

 
①土質区分 

土質は、表２－１及び表２－２における施工パッケージ型積算基準等の土質名に基づき、適用する

施工パッケージ等の土質区分を考慮し区分する。 

法面整形の土質による区分は、下表のとおりとする。 

 
砂・砂質土 粘性土 礫質土 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ 中硬岩 

・硬岩 

切土部 

現場制約 
無し ○ ○ × 

現場制約 
有り ○ ○ 

盛土部 

現場制約 
無し ○ × 

現場制約 
有り ○ × × 

(注)１．下記の条件のいずれかに該当する場合は現場制約有りとする。 
・機械施工が困難な場合 
・一度法面整形を完成した後、局部的に浸食・崩壊を生じた場合 
・法面保護工を施工する前に必要に応じて行う整形作業（二次整形）をする場合 

２．植生筋工、筋芝工については別途計上すること。 

 

②施工部位 

ａ．法面整形 

切土法面と盛土法面に区分し算出する。 

ｂ．管水路基礎整形 

法面部と基面部（水平部）に区分し算出する。 

 
③施工形態 

ａ．法面整形（切土法面） 

切土法面の法面整形は、現場制約の有無に区分し算出する。 

ｂ．法面整形（盛土法面） 

盛土法面の法面整形は、現場制約の有無に区分し算出する。 

また、盛土部については、次のとおり法面締固めの有無に区分し算出する。 

 ・築立（土羽）整形：法面締固め有り 

 ・削 取 り 整 形：法面締固め無し 

なお、築立（土羽）整形と削取り整形の概略を図２－４０に示す。 
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図２－４０ 築立（土羽）整形・削取り整形概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④数量算出留意事項 

ａ．「法面整形」において、切土法面内に設置する小段等の水平部面積は、法面整形面積に含める

が、盛土法面に設置する小段等の水平部面積は、整形面積に含めない。 

ｂ．「法面整形工」の築立整形、市場単価「植生筋工」または「筋芝工」を選定した場合の盛土の

積算計上数量は、本体盛土量（出来形として受取る断面より算出した盛土量）より、土羽土相当

量を控除する。 

なお、土羽土相当量は、［土羽土相当量＝築立整形計上面積×０．３ｍ］として算出する。 

ｃ．「荒仕上げ」において、対象地盤が岩の場合の面積は、計上しない。 

ｄ．「荒仕上げ」は、素掘による床掘の場合で、現場状況等を勘案し必要な場合に計上する。 

ｅ．掘削法面にブロック積み擁壁または、もたれ式擁壁を設置する場合の掘削法面の整形は、「荒

仕上げ」として取扱う。 

ｆ．「基面整正」は、床掘をショベル系掘削機械（バックホウ、クラムシェル）により施工した場

合に計上し、床掘を人力により施工する場合は計上しない。 

ｇ．「基面整正」において、対象地盤が岩の場合の面積は計上しない。 

ｈ．「管水路基礎整形」は、床掘を機械施工した場合に計上し、人力施工の場合は計上しない。 

ｉ．「管水路基礎整形」での法面部の整形は、現場状況等を勘案し必要な場合に計上する。 

ｊ．小規模土工の場合は、基面整正及び荒仕上げは別途計上しない。 

 

余盛りした断面にて盛土を施工した後、機械（バ

ックホウ）により削取りながら整形し、設計出来形

断面に仕上げる方法。 

出来形法線 盛立完了時法線 

余盛土削取り築立範囲 

削 取 り 整 形 

土羽部を除く断面にて盛土を施工した後、土羽土を

人力または機械（バックホウ）により築立しながら整形

し、設計出来形断面に仕上げる方法。 
なお、植生筋工、筋芝工の場合は、土羽土の築立と

合わせ筋芝等を施工する。 

出来形法線 

土羽土築立範囲 

盛立完了時法線 

築立（土羽）整形 





 

 

 

 

 

 

第３章 コンクリート工 
 

 

３－１ 基礎砕石工 

（１）基礎砕石工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－１ 

（２）裏込砕石工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－３ 

３－２ コンクリート工 

（１）コンクリート工 ・・・・・・・・・・・・・・・ ３－４ 

（２）養生工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－５ 

３－３ 型枠工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－６ 

３－４ 鉄筋工 

（１）鉄筋工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－８ 

（２）ガス圧接工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３－１１ 

３－５ コンクリート継目工 ・・・・・・・・・・・・・ ３－１２ 

３－６ ダウエルバー取付工 ・・・・・・・・・・・・・ ３－１３ 
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第３章 コンクリート工 

 

３－１ 基礎砕石工 

 

（１）基礎砕石工 

無筋構造物、鉄筋構造物、小型構造物の基礎砕石工に適用する。 
 

１） 数量算出項目 

基礎砕石の面積を区分ごとに算出する。 

区分は、砕石の厚さ、砕石の種類とする。 

 

表３－１ 数量算出項目区分一覧表 

   区 分 

項 目 

砕石の厚さ 砕石の種類 単位 数 量 備 考 

基礎砕石工 ○ ○ ㎡   

（注）敷均し厚は30cm を上限とする。 

 

①砕石の厚さ区分 

施工する厚さにて区分する。 

 

②砕石の種類区分 

使用する材料、規格にて区分する。 
 

 使 用 材 料   規  格 

切込砂利 

洗砂利 

コンクリート用砕石 

クラッシャラン 

   〃 

砕石ダスト 

高炉スラグ 

再生クラッシャラン 

   〃 

－ 

40㎜以下 

40～5㎜ 

C－40 40～0㎜（JIS規格品） 

C－40 40～0㎜（JIS規格外） 

 0～2.5㎜ 

CS－40 

RC－40 40～0㎜ 

RC－30 30～0㎜ 
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２）その他 

構造物等基礎の設置を行う場合、標準寸法としては次のとおりである。 

 

参考）構造物基礎等の標準寸法 

 

※鉄筋コンクリート構造物及びコンクリート二次製品 

 

 

 

                  （構造物） 

 

                 （敷モルタル） 

    50㎜         （均しコンクリート） 

 

     ｔ          （基礎砕石等） 

 

         100mm        B          100mm 

 

                                B+200㎜ 

 

     （注） 上図の寸法はあくまで標準的な寸法を示しており、設計及び施工計画等により各現場で検討し、

決定するものとする。 

 

 

※無筋コンクリート構造物及びコンクリート二次製品 

 

 

 

（構造物及び基礎コンクリート） 

 

 

     ｔ            （基礎砕石等） 

                     

          100㎜                  B                  100 ㎜ 

 

B+200㎜ 

 

 （注） 上図の寸法はあくまで標準的な寸法を示しており、設計及び施工計画等により各現場で検討し、

決定するものとする。 
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（２）裏込砕石工 

無筋構造物、鉄筋構造物、小型構造物の裏込砕石工に適用する。 
 

１） 数量算出項目 

裏込砕石の敷設数量を区分ごとに算出する。 

 

表３－２ 数量算出項目区分一覧表 

   区 分 

項 目 

砕石の種類 単位 数 量 備  考 

裏込砕石工 ○ ㎥   

 

①使用材料区分 

使用する材料、規格にて区分する。 

使 用 材 料 規  格 

切込砂利 

洗砂利 

コンクリート用砕石 

クラッシャラン 

   〃 

砕石ダスト 

高炉スラグ 

再生クラッシャラン 

   〃 

－ 

40㎜以下 

40～5㎜ 

C－40 40～0㎜（JIS規格品） 

C－40 40～0㎜（JIS規格外） 

 0～2.5㎜ 

CS－40 

RC－40 40～0㎜ 

RC－30 30～0㎜ 

 

 

 



3-4 

３－２ コンクリート工 

 

（１）コンクリート工 

一般的な構造物（無筋構造物、鉄筋構造物・小型構造物）のコンクリート打設に適用する。 

ただし、ダムコンクリート、トンネル覆工コンクリート、砂防コンクリート、コンクリー

ト舗装、消波根固めブロック、コンクリート桁及び軽量コンクリート等の特殊コンクリート打

設には適用しない。 

 
１）数量算出項目 

コンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

表３－４ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

 

項 目 

構造
物種
別 

施
工
条
件 

ｺﾝｸ 
ﾘｰﾄ 
規格 

設計 
日打 
設量 

養生 
工の 
種類 

圧送 
管 
延長 
距離 
区分 

現場 
内小 
運搬 
の 
有無 

打設
高さ、 
水平
打設
距離 

単
位 

数量 備考 

コンクリート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ㎥   

 

①構造物種別区分 

構造物種別区別については、次表による。 

構造物種別 コンクリート構造物の分類 

無筋構造物 
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物で半

重力式擁壁、均しコンクリート等 

鉄筋構造物 
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、

突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等 

小型構造物 
コンクリート断面積が 1ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等、コン

クリート量が1ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等 

 

②施工条件区分 

コンクリート日打設量、打設地上高さ及び水平打設距離で区分する。 

 

③コンクリート規格区分 

使用するコンクリートの材料及び規格で区分する。 

 

④養生工の種類区分 

養生工の種類による区分は、次表による。 

養生工の種類 適 用 内 容 

養生無し － 

一般養生 一般的なコンクリート構造物の養生に適用する。 

特殊養生 

（練炭養生） 寒中コンクリートの養生に適用する。 

養生の為の足場は別途算出する。 特殊養生 

（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生） 

（注）練炭とジェットヒータ養生の使い分けは原則として下記とする。 

ただし、現地状況、構造物規模等によりこれにより難い場合は別途考慮する。 

① 鉄筋構造物の場合はジェットヒータによる養生を原則とする。 

②上記以外は練炭による養生とする。 
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（２）養生工 

標準歩掛による一般養生及び特殊養生に適用する。 

ただし、（１）コンクリート工の施工パッケージ型積算基準による養生及び橋梁床版・

異形ブロック製作の養生には適用しない。 
 

１）数量算出項目 

養生を行うコンクリート量を区分ごとに算出する。 

 

表３－５ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 

養 生 構造物 単位 

 

数 量 備 考 

コンクリート養生 ○ ○ ㎥   

 

①養生区分 

次表に示すコンクリートの養生方法別に区分する。 

養生区分 適 用 内 容 

一般養生 一般的なコンクリート構造物の養生に適用する。 

特殊養生 

（練炭養生） 寒中コンクリートの養生に適用する。 

養生の為の足場は別途算出する。 特殊養生 

（ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生） 

（注）練炭とジェットヒータ養生の使い分けは原則として下記とする。 

ただし、現地状況、構造物規模等によりこれにより難い場合は別途考慮する。 

①鉄筋構造物の場合はジェットヒータによる養生を原則とする。 

②上記以外は練炭による養生とする。 

 

②構造物区分 

構造物区分についての区分は、次表による。 

構造物区分 コンクリート構造物の分類 

無筋構造物 
重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物。比較的単純な鉄筋を有する構造物で半

重力式擁壁、均しコンクリート等 

鉄筋構造物 
水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コンクリート、

突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等の鉄筋量の多い構造物等 

小型構造物 
コンクリート断面積が 1ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリート等、コン

クリート量が1ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、標識基礎等 
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３－３ 型枠工 

一般土木工事の構造物施工にかかる平均設置高３０ｍ以下の型枠工に適用する。 

また、化粧型枠を使用する場合において、化粧型枠の貼付・はく離作業が必要な場合に

適用する。 
 

１）数量算出項目 

設置する型枠の数量を区分ごとに算出する。 

 

表３－６ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項  目 

型枠の 

種類 

構造物の 

種類 

単位 

 

数 量 備 考 

型 枠 ○ ○ ㎡   

注）鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用）は、半径5ｍ以下の円形部分に適用する。 

 

①型枠の種類区分 

型枠の種類による区分は、以下のとおりとする。 

型枠の種類 一般型枠 

化粧型枠 

 

②構造物の種類区分 

構造物の種類による区分は、以下のとおりとする。 

構造物の種類 鉄筋・無筋構造物 

小型構造物 

 

鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用） 

 

均しコンクリート 

 

なお、各コンクリート構造物の内容は次表による。 

構造物の種類 コンクリート構造物の内容 

無筋構造物 重力式擁壁等のマッシブな無筋構造物、比較的単純な鉄筋を有す 

る構造物で、半重力式擁壁等。 

鉄筋構造物 水路、ボックスカルバート、水門、ポンプ場下部工、桟橋上部コ

ンクリート、突桁又は扶壁式の擁壁及び橋台、橋脚、橋梁床版等

の鉄筋量の多い構造物等。 

小型構造物 

 

 

コンクリート断面積が1ｍ2以下の連続している側溝、笠コンクリ

ート等、コンクリート量が1ｍ3以下の点在する集水桝、照明基礎、

標識基礎等。 

均しコンクリート 均し基礎コンクリート 

 

③妻型枠については、小型構造物は計上しない。無筋構造物は、施工手順を検討の上、必要数量を計

上する。 
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構造物平均設置高さ及び設置高さ参考図 

 

 

参考図 １ 

 

 

 

 

 

平均設置高さH＝ 

 

 

 

参考図 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 ３ 参考図 ４ 

 

 

 

 

 

 

H H 

 

 

 

 

 

設置高さ＝構造物の高さをHとする。 設置高さ＝構造物の高さをHとする。 

設置高さ＝H 1＋H 2 

 

H 1 

H 2 

覆工板 

H 1 
H 2 

H 1 
H 2 

施 工 基 面  

（H 1＋H 2） 

2 
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３－４ 鉄筋工 

 

（１）鉄筋工 

河川、海岸、道路、水路、コンクリート橋梁、鋼橋床板の鉄筋構造物の加工・組立、及

び、差筋、場所打杭の鉄筋かごの加工・組立に適用する。なお、鉄筋径は、Ｄ10（φ９）

以上Ｄ51（φ51）以下とする。 
 

１）数量算出項目 

鉄筋の質量を区分ごとに算出する。 

区分は、規格・仕様、材料規格、鉄筋径、施工条件、構造物種別、施工規模、太径鉄筋の割合とす

る。 

 

表３－７  数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 

規格 

仕様 

材料 

規格 
鉄筋径 

施工 

条件 

構造物 

種別 

施工 

規模 

太径鉄筋 

の割合 
単位 数量 備考 

鉄筋 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ t   

（注） 規格・仕様区分において「場所打杭用かご筋」に区分される場合は、施工条件区分、

構造物種別は算出する必要はない。 

 

①規格・仕様区分 

規格・仕様 適用基準 

一般構造物 構造物の鉄筋の加工・組立 

場所打杭用かご筋 場所打杭用鉄筋かごの加工・組立 

 

②材料規格区分及び鉄筋径区分 

材料規格 鉄筋径 

ＳＤ295 

 

ＳＤ345 

 

 

ＳＲ235 

Ｄ10、Ｄ13、Ｄ16 

 

Ｄ10、Ｄ13、Ｄ16～Ｄ25、Ｄ29～Ｄ32、

Ｄ35、Ｄ38、Ｄ41、Ｄ51 

 

φ9、φ13、φ16～φ25 

 

③施工条件区分 

トンネル内の鉄筋組立作業がある場合は、その数量を区分して算出する。 

なお、トンネル内に区分した場合は、④構造物種別は算出する必要はない。 

 

④構造物種別 

規格・仕様 適用基準 

切梁のある構造物 切梁のある構造物、立杭、及び深礎工の加工・組立作業 

（Ｈ１）＜（Ｈ２）×２ 

地下構造物 地表面下で覆工板等に覆われて施工する構造物の加工・組立作

業 

橋梁用床版 鋼橋用床版（ＰＣ床版は除く）の加工・組立作業 

ＲＣ場所打ホロースラブ橋 ＲＣ場所打ホロースラブ橋の加工・組立作業 

差筋及び杭頭処理 差筋及び杭頭処理作業 
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⑤施工規模区分 

１工事に２つ以上の規格・仕様を適用する場合は、１工事当りの全体数量を算出する。 

 

⑥太径鉄筋の割合区分 

１単位当り構造物に使用する太径鉄筋（Ｄ38以上Ｄ51以下）の質量を算出し、１単位当り構造物に

おける割合を以下の方法により算出する。 

なお、④構造物種別で橋梁用床版またはＲＣ場所打ホロースラブ橋を選択した場合は、算出する必

要はない。 

 

太径鉄筋の割合＝ 
１単位当り構造物の設計太径鉄筋質量 

１単位当り構造物の設計質量 

 

（１単位当り構造物の参考例） 

①１工事で複数の橋脚を施工する場合 

橋脚１基毎の太径鉄筋の質量を算出し、集計する。 

②１工事で複数の場所打杭用かご筋を施工する場合 

杭１本毎の太径鉄筋の質量を算出し、集計する。 

⑦その他 

鉄筋の継手方法が機械継手の場合、場所打杭用かご筋以外でフレアー溶接を行う場合は別途数量を

算出するものとする。 
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構造物区分選定参考図 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ1＜2Ｈ2･･･Ｔ１ (切梁のある構造物) 

Ｈ1≧2Ｈ2･･･(補正なし) 

Ｈ 1 

Ｈ 2 

覆工板を外す、またはない･･･Ｔ１ (切梁のある構造物) 

覆工板 

覆工板を外さず作業する･･･Ｔ２ (地下構造物) 
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（２）ガス圧接工 

鉄筋構造物の組立作業における手動式（半自動式）、自動式のガス圧接工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

鉄筋のガス接合箇所を区分ごとに算出する。 

区分は、規格、施工規模とする。 

 

表３－８ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 

規格 施工規模 単位 数量 備考 

ガス圧接工 ○ ○ 箇所   

 

①規格区分 

規 格 

D16＋D16 D32＋D32 

D19＋D19 D35＋D35 

D22＋D22 D38＋D38 

D25＋D25 D41＋D41 

D29＋D29 D51＋D51 

（注） 径違いの圧接の場合は、上位の規格による。 

 

②施工規模区分 

１工事における全規模の全体数量が 100 箇所以上であれば「無」、100箇所未満であれば「有」と

して区分する。 
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３－５ コンクリート継目工 

水路、ボックスカルバート等のコンクリート継目工（止水板、目地板、ペイント塗装）

の設置に適用する。 

目地板取付については瀝青質又はゴム発泡体目地板取付に適用する。 

止水板取付については塩化ビニル樹脂製、天然ゴム製を用いた止水板を取り付ける場合

に適用する。 

ペイント塗装については収縮継目等に収縮継目ペイントを塗布する作業に適用する。 
 

１）数量算出項目 

目地板及び止水板の設置数量を区分ごとに算出する。 

 

表３－９ 数量算出項目区分一覧表 

   区 分 

項 目 

目地板の種類 止水板の種類 単位 数 量 備 考 

目地板設置 ○ × ㎡   

止水板設置 × ○ ｍ   

ペイント塗装 × × ㎡   

 

①目地板の種類区分 

使用する目地板の種類にて区分する。 

目地板の種類 

瀝青質目地板  t=10㎜、t=20㎜ 

瀝青繊維質目地板  t=10㎜、t=20㎜ 

ゴム発泡体  t=10㎜、t=20㎜ 

（注）目地板の材料ロスを含む。 

 

②止水板の種類区分 

使用する止水板の種類にて区分する。 

規 格 区 分 

・塩化ビニル樹脂製 

  CF150㎜×5㎜ 

  CC150㎜×5㎜ 

  CF200㎜×5㎜ 

  CC200㎜×5㎜ 

  CF300㎜×7㎜ 

  CC300㎜×7㎜ 

  FF150㎜×5㎜ 

  FF200㎜×5㎜ 

・ゴム製  

300mm×12.5mmφ50mm、300mm×12.5mmφ30mm 

（注）止水板の材料ロスを含む。 

 

（止水板参考図） 

符 号 種 類 止水板断面構造模式図 

CF  

塩化ビニル樹脂製 

●━━━━━━━━○━━━━━━━━● 

CC ●┿┿┿┿┿┿┿┿○┿┿┿┿┿┿┿┿● 

FF ●━━━━━━━━━━━━━━━━━● 

 ゴム製 ●━━━━━━━━○━━━━━━━━● 
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３－６ ダウエルバー取付工 

異形棒鋼を使用したダウエルバー取付に適用する。 
 

１）数量算出項目 

取り付けるダウエルバーの本数量を区分ごとに算出する。 

 

表３－１０ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 

規 格 単位 数 量 備 考 

ダウエルバー取付 ○ 本   

 

①規格区分 

使用する材料の規格毎に区分する。 

径 摘  要 硬質ポリ塩化ビニル管 

Ｄ１６ 縦方向鉄筋がＤ１３以下  ＶＰφ２０ 

Ｄ１９ 縦方向鉄筋がＤ１６及びＤ１９  ＶＰφ２５ 

Ｄ２５ 縦方向鉄筋がＤ２２以上  ＶＰφ３０ 

 

 

 

（参考）ダウエルバー構造図              （単位：ｍｍ） 

 

 500 500 

T/2 

ダウエルバー 目地板 

止水板 

ＶＰ
 

T 

 





 

 

 

 

 

第４章 共通工 
 

 

４－１  法枠工 
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第４章  共 通 工 

 

４－１ 法 枠 工 

 

（１）プレキャスト法枠工 

プレキャストブロックによる法枠工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

プレキャストブロック、中詰等の数量を区分ごとに算出する。 

 

表４－１ 数量算出項目区分一覧表 

      区 分 

項 目 

中 詰 

種 類 
規格 単位 数量 備  考 

プレキャストブロック ○ ○ ㎡  中詰面積を含めた面積とする 

敷砂利 ○ ○ ㎥  必要な場合算出 

 
 

中 
 
 

詰 

中 詰 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ × ○ ㎡  法枠面積を含めた面積とする 

客 土 × ○ ㎥   

中 詰 張 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ × ○ ㎥   

中 詰 張 芝 × ○ ㎡   

植 生 土 の う × ○ 袋   

割 石 又 は 栗 石 × ○ ㎥   

砕 石 × ○ ㎥   

（注）１． プレキャストブロックについては、アンカー及び吸出防止材の有無に区分し算出する。 

２． プレキャストブロック及び中詰ブロックについては、１㎡当りプレキャストブロック   

使用量（個）も算出する。 

３． 中詰ブロックについては、段数（１～２段ｏｒ２段を超える）ごとに区分し算出する。 

４． 足場工が必要な場合は別途算出する。 

 

２）数量算出方法 

数量の算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

①プレキャスト法枠 

プレキャスト法枠の数量は、中詰面積を含めた面積を算出する。 

プレキャスト法枠の材料は、種類に応じて使用量（個）を算出する。 

 

②中詰ブロック 

中詰ブロックの数量は、中詰ブロックの使用量（法枠面積１００㎡当り）及び法枠面積を含めた全

体面積を算出する。 
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（２）現場吹付法枠工 

金網メッシュ、プラスチック、段ボール等の自由に変形可能な型枠鉄筋のプレハブ部材

を用い鉄筋を含む吹付枠工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

吹付枠、ラス張、水切モルタル・コンクリート、表面コテ仕上げ、枠内吹付等の数量を区分毎に

算出する。 

 

表４－２ 数量算出項目区分一覧表 

         区 分 

項 目 
規格 

法面の

垂直高 
単位 数量 備   考 

吹付枠 ○ ○ ｍ 
 目地が必要な場合は別途算

出する。 

ラス張 × × ㎡ 
 必要に応じて計上する。 

全面積対象 

水切モルタル・コンクリート × × ㎥ 
 必要に応じて計上する。 

体積を算出 

表面コテ仕上げ × × ㎡ 
 〃 

面積を算出 

間詰モルタル・コンクリート × × ㎥ 
    〃 

体積を算出 

 

枠内吹付 

 

モルタル ○ ○ ㎡  必要に応じて、4-2 吹付工、

4-3 植生工により必要量を算

出する。 

コンクリート ○ ○ ㎡  

植生基材 ○ ○ ㎡  

（注） グランドアンカーは、「第16章仮設工 16-14アンカー工」、ロックボルトは、「第16章

仮設工 16-15鉄筋挿入工（ロックボルト工）」により必要に応じて別途算出すること。 

 

①吹付枠の規格による区分 

吹付枠の規格による区分は、下表のとおりとする。 

区          分 

吹付法枠 ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 ・ 

モルタル 

梁断面 150×150 枠材固定に使用する主アンカー（アンカ

ーバー）及び、補助アンカー（アンカー

ピン）の長さ（ｍ） 

アンカー長は、１ｍ以内と１ｍを超える

ものに区分して算出する。 

200×200 

300×300 

400×400 

500×500 

600×600 

 

②法面の垂直高等による区分 

法面の垂直高等による区分は、下表のとおりとする。 

項目 法面の垂直高等による区分 

吹付枠 垂直高さが４５ｍ以下かつ吹付ホース延長１００ｍ以下の部分の法枠長 

垂直高さが４５ｍを超える部分または吹付ホース延長１００ｍを超える

部分の法枠長 
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２）数量算出方法 

数量算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

①吹付枠 

吹付枠の数量は、コンクリート吹付及びモルタル吹付のそれぞれの施工延長を算出する。 

 

②ラス張 

ラス張の数量は、全面積を対象とし、必要に応じ算出する。 

 

③水切モルタル・コンクリート 

水切モルタル・コンクリートの数量は、必要に応じ体積を算出する。 

 

④表面コテ仕上げ 

表面コテ仕上げの数量は、必要に応じ面積を算出する。 

 

⑤間詰モルタル・コンクリート 

間詰モルタル・コンクリートの数量は、必要に応じ体積を算出する。 

 

 

⑥枠内吹付 

枠内吹付の数量は、４－２吹付工、４－３植生工により必要量を算出する。 
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（設計量算出例） 
   法枠長を計上する際の梁の延長は、下記を基本とする。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  計算方法 
    縦枠：H×｛（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ＋１｝ 
    横枠：ｂ×｛（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ｝×｛（Ｈ－Ｗ）÷Ａ＋１｝ 

梁 断 面 

Ｗ 

Ｗ 

Ｈ 

Ａ ａ 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

ａ 

ａ 

ａ 

Ｌ 

Ｂ 

ｂ 

Ｂ Ｂ Ｂ 

ｂ ｂ ｂ 
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４－２ 吹 付 工 

モルタル吹付、コンクリート吹付工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

モルタル吹付、コンクリート吹付の面積を区分ごとに算出する。 

 

表４－３ 数量算出項目区分一覧表 

       区 分 

項 目 
吹付厚さ 垂直高 単位 数 量 備  考 

モルタル吹付 ○ ○ ㎡  金網有無 

コンクリート吹付 ○ ○ ㎡  金網有無 

（注）１． モルタル吹付、コンクリート吹付の補強鉄筋（㎏／㎡）が必要な場合は別途算出する。

また、金網（㎡）は、菱形金網と溶接金網で区分して算出する。 

２． 通常の吹付と枠内吹付に区分して算出する。 

 

①吹付厚さ区分 

吹付厚さ（㎝）ごとに区分して算出する。 

 

②垂直高区分 

法面の垂直高による区分は、下表のとおりとする。 

 

垂直高区分 

４５ｍ以下 

４５ｍを超える 

（注） 垂直高は、施工基面（機械設置面）からの高さとする。 
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４－３ 植 生 工 

植生基材吹付工、客土吹付工、種子散布工、植生マット工、植生シート工、植生筋工、

筋芝工、芝付工、人工芝付工、繊維ネット工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

植生基材吹付、客土吹付、種子散布、植生マット、植生シート、植生筋、筋芝、芝付、人工芝付、

繊維ネットの面積を区分ごとに算出する。 

 

表４－４ 数量算出項目区分一覧表 

    区 分 

項 目 
吹付厚さ 種子配合 垂直高 単位 数量 備 考 

植生基材吹付 ○ ○ ○ ㎡  （注）１ 

客 土 吹 付 ○ ○ ○ ㎡   

種 子 散 布 × ○ ○ ㎡   

植 生 マ ッ ト × ○ × ㎡   

植 生 シ ー ト × ○ × ㎡  （注）２ 

植 生 筋 × × × ㎡  （注）３ 

筋 芝 × × × ㎡  （注）３ 

芝 付 × × × ㎡  （注）３，４ 

人 工 芝 付 × × × ㎡   

繊 維 ネ ッ ト × × × ㎡  （注）５ 

（注）１． 植生基材吹付については、通常の吹付と枠内吹付に区分して算出する。また、施工基

面（機械設置基面）から上面への施工か、下面への施工であるかを区分して算出する。 

２． 植生シートについては、標準品と特殊品（分解［腐食］型及び循環型［間伐材等使用］

に区分して算出する。 

３． 植生筋、筋芝、芝付は、芝の総面積ではなく、対象となる法面の面積を算出する。 

４． 芝付については平面部、法面部に区分せず合計を算出する。 

５． 繊維ネットは、肥料袋の有無でも区分して算出する。 

 

①垂直高区分 

法面の垂直高による区分は、下表のとおりとする。 

項  目 法面垂直高による区分 

植生基材吹付 ①４５ｍ以下  ②４５ｍを超え８０ｍ以下  ③８０ｍを超える 

客 土 吹 付 ①２５ｍ以下  ②２５ｍを超える 

種 子 散 布 ①３０ｍ以下  ②３０ｍを超える 

（注） 垂直高は、施工基面（機械設置基面）からの高さとする。 
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４－４ コンクリートブロック積（張）工 

コンクリートブロック積工、コンクリートブロック張工に適用する。 

１）数量算出項目 

コンクリートブロック積、コンクリートブロック張、大型ブロック積、間知ブロック張、平ブロ

ック張、連節ブロック張、胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート、吸出防

止材（全面）設置、現場打基礎コンクリート、天端コンクリート、プレキャスト基礎ブロック、小

口止の数量を区分ごとに算出する。 

表４－５ 数量算出項目区分一覧表 コンクリートブロック積（ブロック質量150kg/個未満） 

区  分 

項  目 
規格 構造 単位 数量 備  考 

ブロック積 ○ ○ ㎡ 

胴込・裏込材 

○ × 

㎥ （注）４ 

胴込・裏込コンクリート ㎥ （注）５ 

鉄筋 ｔ 

目地材 ㎡ 

（注）１． コンクリートブロック積工は、勾配１割未満の場合である。 

２． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途

計上する。 

３． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

４． 必要に応じて数量を各項目ごとに算出する。 

５． 胴込材の数量算出については、積算基準 標準歩掛 ２．共通工 ③コンクリートブ

ロック積（張）工 表４．１により算出すること。なお、裏込材については施工箇所ご

とに別途算出すること。 

６． 胴込・裏込コンクリートの算出については、積算基準 標準歩掛 ２．共通工 ③コ

ンクリートブロック積（張）工 表４．３により算出すること。 

７． 吸出防止材及び水抜パイプの有無についても記載すること。 

表４－６ 数量算出項目区分一覧表 コンクリートブロック張（ブロック質量150kg/個未満） 

区  分 

項  目 
規格 構造 単位 数量 備  考 

ブロック張 ○ ○ ㎡ 

裏込材 
○ × 

㎥ 

目地材 ㎡ 

（注）１． コンクリートブロック張工は、勾配１割以上の場合である。 

２． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途

計上する。 

３． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

４． 必要に応じて数量を各項目ごとに算出する。 

５． 吸出防止材及び水抜パイプ及び目地モルタルの有無についても記載すること。 
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   表４－７ 数量算出項目区分一覧表 コンクリートブロック積（ブロック質量150kg/個以上450kg/個以下） 

区  分 

項  目 
ブロック

規格 
鉄筋規格 

鉄筋 

10ｍ2当り 

使用量 

単位 数量 備  考 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積 ○ ○ ○ ㎡ 

（注）１． コンクリートブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量 150kg/個以上 730kg/個

以下の場合である。 

２． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯（隔壁）、天端コン

クリートは別途計上する。 

３． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

 表４－８ 数量算出項目区分一覧表 大型ブロック積（ブロック質量4,600kg/個以下 控え長500mm以上） 

区  分 

項  目 

ブロック 

規格 

水抜きパイ

プの有無 
単位 数量 備  考 

大型ブロック積 ○ ○ ㎡ 

（注）１． 大型ブロック積工は、勾配１割未満、ブロック質量4,600kg/個以下、控え長さ500mm

以上の場合である。 

２． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯（隔壁）、天端コン

クリートは別途計上する。 

３． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

  表４－９ 数量算出項目区分一覧表 間知ブロック張（ブロック質量770kg/個以下） 

区  分 

項  目 

間知 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

裏込

材 

規格 

裏込材 

10ｍ2

当り 

使用量 

胴込・

裏込ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ 

規格 

胴込・裏

込ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ 10ｍ2

当り

使用量

遮水 

ｼｰﾄの

有無 

単位 数量 備考 

間知ブロック張 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ㎡ 

（注）１． 間知ブロック張工は、法勾配が１割以上、ブロック質量770kg/個以下の場合である。 

２． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯（隔壁）、天端コン

クリートは別途計上する。 

３． 間知ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 

表４－１０ 数量算出項目区分一覧表 平ブロック張（ブロック質量150kg/個以上770kg/個以下） 

区 分 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

の 

質量 

平ﾌﾞ

ﾛｯｸ

規格 

裏込

材 

規格 

裏込

材10

ｍ2当

り使

用量 

遮水ｼ

ｰﾄの

有無 

吸出

防止

材の 

有無 

連結

金具

の 

有無 

連結

金具

10ｍ2

当り

使用

量 

単位 数量 備考 

平ブロック張 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ㎡ 

（注）１． 平ブロックの張工（勾配１割以上、ブロック質量150kg/個以上770kg/個以下）の場合

である。 

 ２． 平ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 

３． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯（隔壁）、天端コン

クリートは別途計上する。 

４． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分し、河川護岸においてはさらに

低水・高水護岸に区分して算出する。 



4-9

表４－１１ 数量算出項目区分一覧表 連節ブロック張（ブロック質量770kg/個以下） 

  区 分 

項 目 

作業 

区分 

ﾌﾞﾛｯｸ 

の 

質量 

連結 

方法 

連結 

鉄筋 

（鋼線）

規格 

遮水 

シート 

の有無 

吸出し

防止材

の有無 

単位 数量 備考 

連節ブロック張 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ㎡ 

（注）１． 連節ブロックの張工（勾配１割以上、ブロック質量770kg/個以下）の場合である。 

２． 連節ブロック張と遮水シート張（ブロック背面）は、同施工面積とする。 

３． 設計面積は、調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、横帯（隔壁）、天端コン

クリートは別途計上する。 

４． 施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分し、河川護岸においてはさらに

低水・高水護岸に区分して算出する。 

 表４－１２ 数量算出項目区分一覧表 胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材（砕石）、遮水シート張、吸出し防止材（全面）設置 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

ﾌﾞﾛｯｸ 

の種類 

胴込・ 

裏込材

規格 

遮水ｼｰ

ﾄ規格 
単位 数量 

備  

考 

胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ × × ｍ3 

胴込・裏込材（砕石） × ○ ○ × ｍ3 

遮水ｼｰﾄ張 × × × ○ ｍ2 

吸出し防止材 

（全面）設置 
× × × × ｍ2 

（注）１．施工箇所が点在する場合は、その施工箇所ごとに区分して算出する。 

表４－１３ 数量算出項目区分一覧表 現場打基礎コンクリート、プレキャスト基礎ブロック 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ

基礎ﾌﾞﾛｯ

ｸの種類 

基礎砕

石の有

無 

養生工

の種類 
単位 数量 

備  

考 

現場打基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ × ○ ○ ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ基礎ﾌﾞﾛｯｸ × ○ × × ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ基礎ﾌﾞﾛｯｸ 

(材料費) 
× ○ × × ｍ 

（注）１．現場打基礎コンクリートは体積（㎥）も算出するとともに、底辺と高さも示す。 

表４－１４ 数量算出項目区分一覧表  現場打天端コンクリート 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

ｺﾝｸﾘｰﾄ打

設条件 

養生工

の種類 
単位 数量 

備  

考 

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○ ㎥ 

表４－１５ 数量算出項目区分一覧表 現場打小口止コンクリート、プレキャスト小口止ブロック 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ

小口止 

ﾌﾞﾛｯｸの

種類 

基礎砕

石の有

無 

養生工

の種類 
単位 数量 

備  

考 

現場打小口止ｺﾝｸﾘー ﾄ ○ × ○ ○ ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ小口止ﾌﾞﾛｯｸ × × × ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ小口止ﾌﾞﾛｯｸ 

(材料費) 
× ○ × × ｍ 

○ 
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（注）１．現場打小口止コンクリートは体積（㎥）も算出するとともに、底辺と高さも示す。 

表４－１６ 数量算出項目区分一覧表 現場打横帯（隔壁）コンクリート、プレキャスト横帯（隔壁）ブロック 

区 分 

項 目 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ

横帯（隔

壁）ﾌﾞﾛｯ

ｸの種類 

基礎砕

石の有

無 

養生工

の種類 
単位 数量 

備  

考 

現場打横帯（隔壁） 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
○ × ○ ○ ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ横帯（隔壁）

ﾌﾞﾛｯｸ 
× ○ × × ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ横帯（隔壁）

ﾌﾞﾛｯｸ(材料費) 
× ○ × × ｍ 

（注）１．現場打横帯（隔壁）コンクリートは体積（㎥）も算出するとともに、底辺と高さも示す。 

表４－１７ 数量算出項目区分一覧表 プレキャスト巻止ブロック 

区 分 

項 目 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ

巻止ﾌﾞﾛｯ

ｸの種類 

単位 数量 
備  

考 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ巻止ﾌﾞﾛｯｸ ○ ｍ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ巻止ﾌﾞﾛｯｸ 

(材料費) 
○ ｍ 
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①規格区分 

コンクリートブロック積、コンクリートブロック張は、ブロックの種類、質量、形状及び大きさご

とに区分して算出する。 

基礎コンクリート、天端コンクリート、小口止、横帯（隔壁）コンクリートは、形状及び寸法ごと

に区分して算出する。 

②構造区分 

空積（張）及び練積（張）に区分して算出する。 

２）コンクリートブロック積工（ブロック質量150㎏／個未満）の場合の参考図 
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４－５ 石積（張）工 

玉石及び雑割石（控長25cm～50cm）の積エ（勾配1割未満）及び張エ（勾配1割以上）であ

って、胴込・裏込コンクリートは、打設高さが18m以下かつ水平打設距離10m以下の場合に適

用する。 

１）数量算出項目 

石積（練石） （複合）、石張（複合）、石積（張）、石積（張） （材料費）、胴込・裏込コンク

リート、裏込材（クラッシャラン）の数量を区分ごとに算出する。 

表４－１８ 数量算出項目区分一覧表 石積（練石）（複合）（控長35cmのみに適用） 

区 分 

項  目 

石の 

種類 
直高 

胴込・裏込

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 

裏込材

規格 
単位 数量 備 考 

石積（練石）（複合） ○ ○ ○ ○ ㎡ 

石積（張）（材料費） × × × × ㎡ 

（注）１． 吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

表４－１９ 数量算出項目区分一覧表 石張（複合）（玉石のみに適用） 

区 分 

項  目 

構造 

区分 

玉石

控 

胴込・裏込

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 

裏込材

の有無 

胴込・

裏込材

規格 

単位 数量 
備 

考 

石張（複合） ○ ○ ○ ○ ○ ㎡ 

石積（張）（材料費） × × × × × ㎡ 

（注）１． 吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

表４－２０ 数量算出項目区分一覧表 石積（張） 

区 分 

項  目 

積張の 

区分 

構造

区分 

石の 

種類 

胴込・裏込

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 

裏込材

規格 
単位 数量 

備 

考 

石積（張） ○ ○ ○ × ㎡ 

石積（張）（材料費） × × × × ㎡ 

胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ × × ○ ㎥ 

裏込材(ｸﾗｯｼｬﾗﾝ) ○ × × × ○ ㎥ 

（注）１． 吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

（１）石の種類による区分 

  石の種類による区分は、以下のとおりとする。 

  石の種類  玉石 

   雑割石 

（２）直高による区分 

  直高による区分は、以下のとおりとする。 

  直高 １．０ｍ以上１．５ｍ以下 

   １．５ｍ以上２．０ｍ以下 

   ２．０ｍ以上２．５ｍ以下 

２．５ｍ以上３．０ｍ以下 

   ３．５ｍ以上５．０ｍ以下 
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（３）構造区分 

  構造区分は、以下のとおりとする。 

  構造区分  練石 

   空石 

（４）玉石控えによる区分 

  玉石控えによる区分は、以下のとおりとする。 

  玉石控   ２５ｃｍ以上３５ｃｍ以下 

   ３０ｃｍ以上４０ｃｍ以下 

   ３５ｃｍ以上４５ｃｍ以下 

４０ｃｍ以上５０ｃｍ以下 

   ４５ｃｍ以上５０ｃｍ以下 

（５）裏込材の有無による区分 

  裏込材の有無による区分は、以下のとおりとする。 

  裏込材の有無 有り 

   無し 

（６）積張の区分 

  積張の区分は、以下のとおりとする。 

  積張の区分 積工 

   張工 

表４－２１ 関連数量算出項目 

区 分 

項  目 
単位 数量 備 考 

水抜パイプ（材料） ｍ 必要な場合別途計上 

吸出し防止材（材料） ㎡ 必要な場合別途計上 

吸出し防止材設置工 ㎡ 全面設置が必要な場合別途計上 

現場打基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ㎥ 
「第４章 共通工４－５ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞ

ﾛｯｸ積（張）工」参照 

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ ㎥ 
「第４章 共通工４－５ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞ

ﾛｯｸ積（張）工」参照 

（注）１． 吸出し防止材を全面に設置する場合は、別途考慮する。 

２）数量算出方法  

数量算出は、「第１章 適用範囲及び共通事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

（１） 胴込コンクリート量

胴込コンクリート量は、玉石の場合は面積に控長の１／３を、雑割石の場合は１／２を乗じた体積

（㎥）とする。 

（２） 裏込コンクリート及び裏込材の量

裏込コンクリート及び裏込材の量は、面積に必要厚を乗じた体積（㎥）とする。

（３） 空石張の胴込材の量

空石張の胴込材の量は、面積に玉石の控長の１／３を乗じた体積（㎥）とする。

（４） 石積（張） （材料費）

石積（張） （材料費）は、石の種類（玉石、雑割石）ごとに面積（㎥）を算出する。
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４－６ 擁 壁 工 

（１）プレキャスト擁壁工 

プレキャスト擁壁の設置に適用する。 

１）数量算出項目 

プレキャスト擁壁の延長を区分ごとに算出する。 

表４－２２ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項  目 
擁壁高さ 必要の有無 単位 数量 備 考 

プレキャスト擁壁 ○ － ｍ ○ 

基礎砕石 
20cm超え × － ㎡ ○ （注）３、４ 

20cm以下 × ○ － × （注）３、４ 

均しコンクリート × ○ ㎡ × （注）３、４ 

（注）１． 製品を斜めにカットしたタイプの擁壁ブロックの高さは、中央値を採用する。 

２． 床掘、埋戻しは別途算出する。 

３． プレキャスト擁壁高さが０．５ｍ以上５．０ｍ以下の場合、基礎砕石、均しコンクリ

ートについては、数量の算出は必要ないが、必要の有無は記載すること。 

４． プレキャスト擁壁高さが０．５ｍ未満または５．０ｍを超える場合は、基礎砕石、均

しコンクリート、敷モルタル、目地モルタル、排水材等その他必要な項目の数量を適正

に算出すること。 

① 擁壁高さ区分

プレキャスト擁壁高さによる区分は、下表のとおりとする。

擁壁高さ区分 

０．５ｍ以上１．０ｍ以下 

１．０ｍを超え２．０ｍ以下 

２．０ｍを超え３．５ｍ以下 

３．５ｍを超え５．０ｍ以下 

② 必要の有無

基礎砕石、均しコンクリートの有無について区分する。



4-15 

（２）補強土壁工 

 １．補強土壁工（帯鋼補強土壁、アンカー補強土壁、ジオテキスタイル補強土壁） 

補強土壁工（帯鋼補強土壁、アンカー補強土壁、ジオテキスタイル補強土壁）の施工に

適用する。なお、ジオテキスタイル補強土壁（鋼製枠タイプ）は「施工パッケージ型積算

基準２．共通工③補強盛土工」による。 
 

１）数量算出項目 

①補強土壁壁面材組立・設置、補強土壁壁面材（材料費）、補強材取付、補強材（材料費）、まき出

し・敷均し、締固めの数量を区分ごとに算出する。 

 

表４－２３ 数量算出項目区分一覧表 

        区  分 

項  目 
規格 工法区分 単位 数量 備考 

補強土壁壁面材組立・設置 × ○ ㎡   

補強土壁壁面材（材料費） ○ × ㎡   

補強材取付 × ○ ｍ   

補強材（材料費） ○ × ｍ   

まき出し・敷均し、締固め × ○ ｍ3   

砕石投入 〇 〇 ｍ3 

 ジオテキスタ

イル補強土壁

の場合 

 

     ②工法区分は、以下のとおりとする。 

  工法区分         帯鋼補強土壁                    

                     アンカー補強土壁  

                     ジオテキスタイル補強土壁 

２）数量算出方法 

数量算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか、下表の方法によるものとする。 

 

      関連数量算出項目 

区  分 

項  目 
規格 単位 数量 備考 

コンクリート（天端コンクリート

部） 
○ ｍ3 

 「第３章コンクリート工 ３－

２コンクリート工」参照 

型枠（天端コンクリート部） × ㎡ 
 「第３章コンクリート工 ３－

３型枠工」参照 

鉄筋工（天端コンクリート部） ○ ｔ 
 「第３章コンクリート工 ３－

４鉄筋工」参照 

足場 ○ 掛㎡ 
 「第16章仮設工 16－7鋼製足

場」参照 

暗渠排水管 ○ ｍ 
 「第９章道路工 ９－４排水工」

参照 

フィルター材 ○ ｍ3 
 「第９章道路工 ９－４排水工」

参照 

コンクリート（補強土壁基礎部） ○ ｍ3 
 「第３章コンクリート工 ３－

２コンクリート工」参照 

型枠（補強土壁基礎部） × ㎡  「第３章コンクリート工 ３－
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３型枠工」参照 

基礎工（補強土壁基礎部） ○ ㎡ 
 「第３章コンクリート工 ３－

１基礎砕石工」参照 
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３）参考図等 

 

帯鋼補強土壁・アンカー補強土壁における壁面材・補強材の標準仕様 

工 種 帯鋼補強土壁 アンカー補強土壁 
ジオテキスタイル補強土壁 

（二重壁タイプ） 

標 準 壁 面 形 状 
十字型の1.5ｍ×1.5ｍ 

（高さ×長さ） 

1.0ｍ×1.5～1.6ｍ 

（高さ×長さ） 

0.9ｍ×1.25ｍ 

（高さ×長さ） 

補 強 材 ストリップ幅：60～80㎜ SNR400、SNR490 ジオテキスタイル 

壁 面 材 強 度 
コンクリート設計基準強度： 

21N/㎜２以上 

コンクリート設計基準強度： 

40N/㎜２以上 
30N/mm2 

 

各工種の標準壁面形状 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
              帯鋼補強土壁正面図         アンカー補強土壁正面図           

 

 

 

 

 

 

 

ジオテキスタイル補強土壁（二重壁タイプ） 正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯鋼補強土壁、アンカー補強土壁工標準断面図 

 

1.25m 

0.9m 
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ジオテキスタイル補強土壁工標準断面図（二重壁タイプ） 

（注）１． 補強土壁工盛土工範囲以外の盛土については、「第２章土工」により算出するものとする。 

２． 天端コンクリート等、壁面上端処理工の施工において足場を必要とする場合は、別途考慮するものとする。 

３． 参考図に示したのは、各工種の標準壁面形状である。 

 ４． 本施工パッケージは、壁面最上段部（ハーフ）、最下段部（ハーフ）、コーナー部等の異形壁面材にかかわら
ず適用できる。 

 
  ２．補強盛土工 

ジオテキスタイル（ジオグリット、ジオネット、織布、不織布）を用いた補強盛土及び

ジオテキスタイル補強土壁（鋼製枠タイプ）に適用する。 

ただし、軟弱地盤における敷設材工法及び盛土補強工法は適用外とする。 
 

１）数量算出項目 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置、ジオテキスタイル壁面材（材料費）、ジオテキスタイル敷

設、ジオテキスタイルまき出し・敷均し、締固め、ジオテキスタイル（材料費）の数量を区分ごと

に算出する。 

表４－２４ 数量算出項目区分一覧表 

区  分 

項  目 
規格 壁面材種類 単位 数量 備考 

ジオテキスタイル壁面材 

組立・設置 
○ ○ ㎡   

ジオテキスタイル壁面材 

（材料費） 
○ × ㎡   

ジオテキスタイル敷設 ○ × ㎡   

ジオテキスタイルまき出し・敷均

し・締固め 
× × ㎥   

ジオテキスタイル 

（材料費） 
○ × ㎡   

      （注）１．  壁面材の種類は下表を標準としており、これにより難い場合については別途考慮する。 

壁面材種類 
規 格 

備 考 
幅（mm） 一層当りの施工高 

鋼製枠タイプ 

2,000 500mm以下 タイプＡ 

2,000 600mm以下 タイプＢ 

1,000 600mm以下 タイプＣ 

1,200 600mm以下 タイプＤ 
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        ２．ジオテキスタイル工１段当りのまき出し厚さ及び締固め回数に関係なく適用できる。 

 

     ①壁面材種類区分 

      ジオテキスタイル壁面材組立・設置の壁面材種類には、以下のとおりである。 

  

      壁面材種類 ： 鋼製枠タイプ 

                          

 

２）数量算出方法 

数量算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

     （１）ジオテキスタイル壁面材組立・設置の施工量は、鋼製枠タイプは、直面積（壁高×施工延長）

とする。［（３）図、 ３）参考図（２）参照 ］ 

 

     （２）ジオテキスタイル壁面材（材料費）は規格ごとに壁面材面積当たりの鋼製枠タイプの個数（個 

       ／㎡）を算出する。［ ３）参考図（１）参照 ］ 

        なお、施工方法別の数量算出項目及び壁面材の標準使用量は以下のとおりである。 

 

      ①施工方法別の数量算出項目 

適  用 

 

施工法（工法） 

壁 面 材 

組立・設置 

ジ オ テ キ ス タ イ ル 敷 設 

まき出し・敷均し、締固め 
標 準 図 

鋼製枠タイプ工法 ○ ○ ３）参考図（１）図Ａ 

巻込み工法 

（壁面材なし） 
× ○ ３）参考図（１）図Ｂ 

普通敷設工法 

（壁面材なし） 
× ○ ３）参考図（１）図Ｃ 

 

      ②鋼製枠タイプ標準使用量 

                                      （直面積100㎡当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製枠タイプ 

タイプＡ 500mm以下 

個 

100 

３）参考図（１）

図Ａ 

タイプＢ 600mm以下 83 

タイプＣ 600mm以下 167 

タイプＤ 600mm以下 139 

     

                                       （直面積1㎡当り） 

壁面材種類 タイプ 一層当り施工高 単位 数量 標準図 

鋼製枠タイプ 

タイプＡ 500mm以下 

個 

1.00 

３）参考図（１）

図Ａ 

タイプＢ 600mm以下 0.83 

タイプＣ 600mm以下 1.67 

タイプＤ 600mm以下 1.39 

 

           

   （３） ジオテキスタイル敷設の施工量は、ジオテキスタイル敷設面積を計上し、算出については下図及

び次式による。 
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（注）１． ジオテキスタイルの敷設面積については、次式のとおりとする。 

ジオテキスタイル敷設面積（㎡）＝ａ１＋ａ２＋ａ３＋・・・    

ａ１、ａ２、ａ３・・・ジオテキスタイル工一段当り敷設面積（㎡） 

２． ジオテキスタイル一段当り敷設面積は、ジオテキスタイル工盛土工範囲における、一

段当りの底面積を算出するものとし、壁面補強材の面積も含み、巻き込み面積は含まな

いものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３． ジオテキスタイル工盛土工範囲以外の普通盛土工については、第２章土工により算出

するものとする。 

４． ジオテキスタイル（材料費）は、巻込み部、重ね合わせ等を含んだジオテキスタイル

必要面積（㎡）を規格ごとに算出する。 

５． 盛土材においては、一層当りの施工高を記載する。 

６． コンクリートブロック積が必要な場合は別途計上する。 

７． ジオテキスタイル盛土工範囲の盛土材については、必要に応じて別途計上する。 

         ８． 現場発生土の粒径処理等が必要な場合は、別途計上する。

盛 土 ジオテキスタイル 一 段 

ジオテキスタイル工盛土工範囲 

ジオテキスタイル敷設面積算出範囲 

ジオテキスタイル巻き込み部範囲 

直面積=壁高（Ｈ）×施工延長（Ｌ）〔m2〕 
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３）参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図①  鋼製枠タイプ施工数量標準図 

 

 

 

 

 

ジオテキスタイル 

接合材 

鋼製枠 

固定杭 
盛 土 

h 

ｈ:一層当り施工高さ0.5ｍ又は0.6ｍ 
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４－７ 構造物とりこわし工 

（１）構造物とりこわし工 

土木工事におけるコンクリート構造物等のとりこわし工に適用する。 

ただし、建築物及び舗装版のとりこわし工には適用しない。 
 

１）数量算出項目 

コンクリート構造物等のとりこわしの数量を区分ごとに算出する。 

 

２）区分 

石積とりこわしとコンクリートはつりの区分は、種別、形状とする。 

吹付法面とりこわしの区分は、種別、形状、集積積込の有無とする。 

 

表４－２５ 数量算出項目区分一覧表 

     区分 

項目 
種 別 形 状 

集積積込 

の有無 
単位 数量 備 考 

コ ン ク リ ー ト 

構造物とりこわし 

無筋構造物 ― － ㎥  （注）4,5,6 

鉄筋構造物 ― － ㎥  （注）4,5,6 

石 積 

と り こ わ し 

練積 

控 35㎝以上45㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 

 
（注）3 

控 25㎝以上60㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

空積 

控 45㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

控 45㎝以上60㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

控 60㎝以上90㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

控 20㎝以上60㎝未満 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

コ ン ク リ ー ト 

は つ り 

コンクリー

ト構造物 

厚さ 3㎝以下 － 
（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

厚さ 3㎝を超え 

   6㎝以下 
－ 

（㎥） 

㎡ 

（ ） 
〃 

吹 付 法 面 

と り こ わ し 
モルタル 

厚さ 5㎝以上 

   15㎝以下 
○ 

（㎥） 

㎡ 

（ ） 

 

 〃 

人力施工と機械 

施工に区分し数 

量を算出する。 

（注）１． 形状の範囲外の場合も区分して算出する。 

２． Ｃｏ塊等を工事区間外へ搬出する場合は、運搬距離についても算出する。 

３． とりこわし数量（㎥）については、とりこわす前の数量とする。 

４． PC・RC橋上部、鋼橋床版のとりこわしは、コンクリート構造物とりこわしの鉄筋構造

物を適用する。 

５． コンクリート構造物とりこわしにおいて、施工基面（機械設置基面）より上下５ｍを

超える場合については、区分して算出する。 

６． 乾燥収縮によるひび割れ対策の鉄筋程度を含むものは、無筋構造物とする。 

７． 人力とりこわしと機械とりこわしに区分し算出する。 
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（２）骨材再生工 

自走式破砕機によるコンクリート殻（鉄筋有無）の破砕作業で骨材粒度０～４０㎜の骨

材再生工（自走式）に適用する。 
 

１）数量算出項目 

骨材再生の数量を区分ごとに算出する。 

 

表４－２６ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 
規 格 単位 数量 備 考 

骨材再生工 ○ ㎥   

（注）１． 骨材再生工は、破砕前の殻処理量を規格（殻投入寸法６００㎜以下、６００

㎜超え）ごとに区分して算出する。 

２． 骨材再生により、鉄屑が発生する場合は、鉄屑質量（ｔ）を算出する。 

３． 計上数量は、取壊し前の構造物の状態に相当する容積とする。 
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４－８ ネットフェンス設置・撤去工 

（１）ネットフェンス設置工 

ネットフェンスの設置に適用する。 
 

１）数量算出項目 

ネットフェンス本体、ネットフェンス門扉の設置数量を区分ごとに算出する。 

 

表４－２７ 数量算出項目区分一覧表 

        区  分 

項  目 
柵高 規格 材料 

支柱 

間隔 

基礎

型式 
単位 数量 備 考 

ネットフェンス工（本体） ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

ネットフェンス工（扉） ○ ○ ○ × × 組   

（注） 構造物設置の場合の箱抜き又は、アンカーブロック基礎の場合の床掘、埋戻しは別途算出 

する。 

 

① 柵高、規格区分 

「ネットフェンス工（本体）」の柵高、規格による区分は、下表のとおりとする。 

柵高区分 規格区分 

１．０ｍ Ａ－Ⅰ型 

１．２ｍ 
Ａ－Ⅱ型 

Ｂ－Ⅰ型 

１．５ｍ 

Ａ－Ⅲ型 

Ａ－Ⅳ型 

Ｂ－Ⅱ型 

Ｂ－Ⅲ型 

 

「ネットフェンス工（扉）」の柵高、規格による区分は、下表のとおりとする。 

柵高区分 

１．０ｍ 

１．２ｍ 

１．５ｍ 

 

規格区分 

ネット式片開 

ネット式両開 

格子式片開 

格子式両開 

 

② 材料区分 

材料による区分は、下表のとおりとする。 

材料区分 

ビニル被覆製 

亜鉛メッキ製 

メッキ着色塗装製 

  （注） 格子式片開及び格子式両開の場合は、材料による区分は行わない。 
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③ 支柱間隔区分 

支柱間隔による区分は、下表のとおりとする。 

支柱間隔区分 

１．２ｍ 

１．５ｍ 

１．８ｍ 

２．０ｍ 

 

④ 基礎型式区分 

基礎型式による区分は、下表のとおりとする。 

基礎型式区分 

構造物設置 

アンカーブロック設置 

 

２）参考図 

柵高、規格、支柱間隔等は「土地改良工事積算基準（土木工事）２．共通工 ②ネットフェンス工 

     ４．参考図」を参考とする。 
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（２）ネットフェンス撤去工 

ネットフェンスの撤去を行う場合に適用する。 
 

１）数量算出項目 

必要延長または必要箇所を区分ごとに算出する。 

 

表４－２８ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
柵高 規格 基礎状況 処分方法 単位 数量 備  考 

撤去（本体） ○ ○ ○ ○ ｍ    

撤去（扉） × ○ × ○ 組   

 

① 柵高、規格、基礎状況区分 

柵高、規格、基礎状況は、下表で区分する。 

項  目 柵  高 規 格 基 礎 状 況 

撤 去 

（本体） 

1.0m Ａ－Ⅰ型 
構造物 

アンカーブロック 

1.2m 
Ａ－Ⅱ型 

構造物 

アンカーブロック 

Ｂ－Ⅰ型 アンカーブロック 

1.5m 

Ａ－Ⅲ型 
構造物 

アンカーブロック 

Ａ－Ⅳ型 
構造物 

アンカーブロック 

Ｂ－Ⅱ型 アンカーブロック 

Ｂ－Ⅲ型 アンカーブロック 

 

項  目 規  格 

撤去(扉) 

ネット式片開 

ネット式両開 

格子式片開 

格子式両開 

 

 

① 材料処分方法区分 

 材料処分方法は下表で区分する。 

処分方法 

廃棄 

再利用 
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４－９ かご工 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設におけるかご工を除くかご工のうち、じゃか

ご（径 45，60cm）、ふとんかご（パネル式，高さ 40～60cm，幅120cm）の施工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

じゃかご、ふとんかご等の数量を区分ごとに算出する。 

 

表４－２９ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
作業区分 規格 単位 数量 備  考 

じゃかご ○ ○ ｍ   長さは総延長を記入 

ふとんかご ○ ○ ｍ  〃 

止杭打込 × × 本  必要に応じて 

（注）１． じゃかご及びふとんかごについては、総延長を上記区分ごとに算出する。 

なお、じゃかごにおいて止杭を使用する場合は、必要本数を算出する。 

 ２． 止杭打込は、１本当たり松丸太末口９cm、長さ１．５ｍを標準とする。 

 

 

① 作業区分 

設置、撤去に区分して算出する。 

 

② 規格区分 

じゃかごについては、径、鉄線の規格（線径、網目、材料等）ごとに区分し、ふとんかごについて

は、ふとんかご種別（スロープ式、階段式）、高さ、幅、鉄線の規格ごとに区分して算出する。 

なお、曲線部の施工等で特別製作するものは、別途区分して算出する。 
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４－１０ アンカー工 

ロータリーパーカッション式ボーリングマシンにより削孔を行い、引張鋼材にてアンカ

ーを施工し、長期に供用するものに適用する。 
 

１）数量算出項目 

削孔（アンカー）、アンカー鋼材加工・組立、挿入、緊張・定着・頭部処理（アンカー）、グラ

ウト注入（アンカー）、ボーリングマシン移設（アンカー）、足場工（アンカー）を区分ごとに算

出する。 

区分は、足場工の有無、方式、呼び径、土質、防食方式、アンカー鋼材、削孔長、設計荷重、頭

部処理の有無とする 

 

（1）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
足場
工の
有無 

方式 
呼び
径 

土質 
防食
方式 

アン
カー
鋼材 

削孔
長 

設計
荷重 

頭部
処理
の 
有無 

単位 数量 備考 

削孔（アンカー） ○ ○ ○ ○ × × × × × ｍ   

アンカー鋼材 
加工・組立、 
挿入、緊張・ 
定着・頭部処 
理（アンカー） 

× × × × ○ ○ ○ ○ ○ 本 

  

 

（2）呼び径区分 

呼び径による区分は、以下のとおりとする。呼び径とは、ドリルパイプ外径（mm）をいう。 

           呼び径          φ 90mm（単管方式・二重管方式） 

                         φ115mm（単管方式・二重管方式） 

                         φ135mm（単管方式・二重管方式）                          

φ146mm（二重管方式） 

 

（3）土質区分 

土質区分は、以下のとおりとする。 

 土質区分         粘性土、砂質土（単管方式・二重管方式） 

              レキ質土（単管方式・二重管方式） 

玉石混り土（単管方式・二重管方式） 

軟岩（二重管方式） 

硬岩（二重管方式） 

 

注）１．硬岩は、コンクリートを含む。 

      ２．土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 

 

（4）方式 

方式は、以下のとおりとする。 

方  式         単管 

      二重管 

注） 土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 
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２）数量算出方法 

数量の算出は、「第１章 適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

（1）アンカーの内訳は下記の項目で算出する。 

区   分 
項   目 

規 格 単 位 数 量 備 考 

ア  ン  カ  ー  鋼   材 ○ ｍ   

注 入 パ イ プ ○ ｍ   

シ ー ス ○ ｍ   

防 錆 材 ○ kg   

定 着 加 工 用 具 ○ 組  
パイロットキャップ 
スペーサ等 

ア ン カ ー 定 着 具  ○ 組  
アンカーヘッド、プレート、 
クサビ等 

グ ラ ウ ト ○ ｍ3   

足 場 ○ 空ｍ3   

（注） 数量は、必要量（ロスを含む）を算出すること。 

 

（2）削孔長区分 

削孔長による区分は、以下のとおりとする。 

     削孔長            10ｍ以内 

                    10ｍを超える 

 

（3）設計荷重区分 

設計荷重は、以下の区分で算出する。 

      設計荷重          ｆ＜400ｋN未満 

                    400ｋN≦ｆ＜1,300ｋN       

                    1,300ｋN≦ｆ＜2,000ｋN  

 

（4）頭部処理の有無区分 

頭部処理の有無による区分は、以下のとおりとする。 

    頭部処理の有無          有り 

                     無し 

 

（5）足場 

足場は、施工場所が既設の構造物（斜面）等で必要な場所に計上する。 

また、作業面の足場幅は、4.5ｍを標準とする。 

 

（6）グラウト 

グラウトの使用量 
グラウトの使用量は、次式を参考とし、材料の補正（ロス）を含んだ数量を算出する。 
      Ｄ２ × π 
   Ｖ＝          ×Ｌ×（１＋Ｋ） 
      ４ × １０６ 

Ｖ：注入量（ｍ3） 

Ｄ：ドリルパイプの外形（ｍｍ） 

Ｌ：削孔長（ｍ） 

Ｋ：補正係数 

（注）補正係数は 2.2 を標準とするが、過去の実績や地質条件等により本係数を使用することが不適当

な場合は、別途考慮すること。 





 

 

 

 

 

 

第５章 基礎工 
 

 

５－１ 基礎工 

（１）既製杭工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５－１ 

（２）場所打杭工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５－５ 

５－２ 地盤改良工 

（１）粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法） ・・・・・・・・ ５－１１ 

（２）軟弱地盤処理工（スラリー撹拌工） ・・・・・・ ５－１４ 

（３）高圧噴射攪拌工・・・・・・・・・・・・・・・・ ５－１６ 

（４）薬液注入工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５－１８ 

（５）中層混合処理工 ・・・・・・・・・・・・・・・ ５－２１ 

（６）サンドドレーン工、サンドコンパクションパイル工、 

サンドマット工・・・・・・・・・・・・・・・・ ５－２２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5-1 

５章 基 礎 工 

 

５－１ 基 礎 工 

 

（１）既製杭工 

土木構造物の既製杭工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

既製コンクリート杭、鋼管杭等の数量を区分ごとに算出する。 

杭の種類（ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭、鋼管杭、Ｈ形鋼杭） 

 

表５－１ 数量算出項目区分一覧表 

既製コンクリート杭（ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭） 別紙―１参照 

鋼管杭 別紙―２参照 

 

２）数量算出方法 

数量の算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

① ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭（別紙―１参照） 

 

・パイルハンマ工 

別紙―１の数量のほか杭打込長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。また、

杭打込長の最小単位は、０．５ｍを標準とする。 

 

・中掘工 

別紙―１の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙―３参照）を算出する。また、

掘削長の最小単位は、０．５ｍを標準とする。 

 

②鋼管杭（別紙―２参照） 

 

・パイルハンマ工 

別紙―２の数量のほか杭打込長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙－３参照）を算出する。また、

杭打込長の最小単位は、０．５ｍを標準とする。 

 

・中掘工 

別紙―２の数量のほか掘削長及び掘削層の加重平均Ｎ値（別紙―３参照）を算出する。また、

掘削長の最小単位は、０．５ｍを標準とする。 
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別紙―１ 

（１）既製コンクリート杭（ＲＣ杭、ＰＨＣ杭、ＳＣ杭、ＳＣ＋ＰＨＣ杭） 

 

工 種 種 別 杭 径 

杭 １ 本 当 り 

杭

総

本

数 

杭 長 杭頭処理 

上杭 中杭 下杭 

全長 

鉄 

筋 

量 

中

詰ｺ

ﾝｸﾘ

ｰﾄ 

中

詰ｺ

ﾝｸﾘ

ｰﾄ 

種

類 

取壊

ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ 

RC PHC SC 
SC+ 

PHC 
RC PHC SC 

SC+ 

PHC 
RC PHC SC 

SC+ 

PHC 

1種 2種 A種 B種 C種 ― ― 1種 2種 A種 B種 C種 ― ― 1種 2種 A種 B種 C種 ― ― 

フ ァ ー ム 

ポ ン ド 
本 体 

 m 

 

m m m m m m m m m m m m m m m m m m m m m ㎏ ㎥  ㎥ 本 

樋 門 

樋 管 

水 門 

用排水機場 

本 体                             

胸 壁                             

翼 壁                             

水 叩                             

水 槽                             

沈砂池                             

擁 壁 本 体 
                            

橋 梁 
橋 台                             

橋 脚                             

（注）１． 継杭の場合は合わせて１本として算出する。 

２． 同種の杭であっても杭径、長さごとに集計する。 

３． 杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集約する。 

４． 橋梁については、各橋台・橋脚ごとに集計する。 

５． 掘削残土については別途算出する。 

６． 吊型枠及び砕石又は砂が必要な場合別途算出する。 
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別紙―２ 

（２）鋼管杭 

 

工種 種別 
杭

径 

材

質 

上杭 中杭 下杭 計 

杭１本当り 
杭 

総 

本 

数 

備

考 

端部

補強

ﾊﾞ ﾝ

ﾄﾞ 

端部

補強

溶接

長 

杭頭

鉄筋 

中詰

ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ 

中詰

ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ種

類 

ｽ ﾞ ﾚ

止ﾘﾝ

ｸﾞ質

量 

ｽ ﾞ ﾚ

止ｽﾄ

ｯﾊﾟｰ 

現場

円周

溶接

部材 

( )

補強

材 

丸蓋

質量 

つり

金具 

鉄筋

溶接

長 

ｽ ﾞ ﾚ

止ﾘﾝ

ｸﾞ溶

接長 

その

他附

属品 
板

厚 

杭

長 

質

量 

板

厚 

杭

長 

質

量 

板

厚 

杭

長 

質

量 

板

厚 

杭

長 

質

量 

ファー

ムポン

ド 

本体   

㎜ m ㎏ ㎜ m ㎏ ㎜ m ㎏ ㎜ m ㎏ ㎏ m ㎏ ㎥  ㎏ 個 ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ m m ㎏   

樋門 

樋管 

水門 

用排水

機場 

本体                               

胸壁                               

翼壁                               

水叩                               

水槽                               

沈砂 

池 

                              

擁 壁 本体                               

橋 梁 
橋台                               

橋脚                               

（注）１． 継杭の場合は合わせて１本として算出する。 

２． 杭径、長さごとに集計する。 

３． 端部補強材の溶接長は、杭先端に補強バンドを溶接する場合に算出する。 

４． 現場円周補強材には、裏当てリング及びストッパーが含まれる。 

５． 補強材には、十字、二十字、井桁の種類を記入する。 

６． 杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集計する。 

７． 鉄筋溶接長は、杭外周に補強鉄筋を溶接する場合に算出する。 

８． ズレ止めリングの溶接長は、ズレ止めリング上側一面の全周を算出する。 

９． その他附属品には、チャッキングプレート、回転防止板等の附属品を算出する。 

10． 橋梁については、各橋台・橋脚ごとに集計する。 

11． 掘削残土については別途算出する。 
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別紙―３ 

（３）加重平均Ｎ値 

工種 種別 杭 規 格 土 質 区 分 
備 考 

種 別 径(㎜) 長さ(m) 板厚(㎜) 本数 土質層Ｎo １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 計 加重平均Ｎ値 

       土質            

Ｎ値           

層厚Ｌ(m)           

Ｎ×Ｌ           

       土質            

Ｎ値           

層厚Ｌ(m)           

Ｎ×Ｌ           

       土質            

Ｎ値           

層厚Ｌ(m)           

Ｎ×Ｌ           

       土質            

Ｎ値           

層厚Ｌ(m)           

Ｎ×Ｌ           

（注） 板厚は鋼管杭のみ記入し、鋼管杭で板厚の異なる継杭の場合には、薄い板厚とする。 
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（２）場所打杭工 

土木構造物の場所打杭工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

場所打杭の数量を区分ごとに算出する。 

 

表５－２ 数量算出項目区分一覧表 

場所打杭 別紙―１参照 

 

２）数量算出方法 

数量の算出は 、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

①リバースサーキュレーション工 

別紙―１の数量のほか下記の項目について算出する。 

 

・コンクリート量 

Ｑ＝π／４×Ｄ２×Ｌ×（１＋Ｋ） 

Ｑ：杭１本当りのコンクリート使用量……（㎥／本） 

Ｄ：設計杭径……………………………………（ｍ） 

Ｌ：設計杭長……………………………………（ｍ） 

Ｋ：コンクリートロス率 ＋0.12 

 
 

②アースオーガ・硬質地盤用アースオーガ 

別紙―１の数量のほか下記の項目について算出する。 

 

・土質別の掘削長及び土質係数 

杭打込長の最小単位は、０．１ｍを標準とする。 

土質による区分は、下表のとおりとする。 

土質区分 

土（礫質土、粘性土、砂及び砂質土） 
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岩塊・玉石 

軟岩（Ⅰ）、軟岩（Ⅱ） 

 

土質係数αは、掘削する土質毎の係数を加重平均して算出する。なお、土質係数は、小数第２

位を四捨五入して小数第１位とする。 

（α１×Ｌ１）＋（α２×Ｌ２）＋………………… 

Ｌ１＋Ｌ２＋…………… 

αｎ：各土質の土質係数（次表） 

Ｌｎ：各土質の掘削長（ｍ） 

 

土質係数 

     土 質 

Ｎ 値 
土 岩塊・玉石 

軟岩(Ⅰ) 

軟岩(Ⅱ) 

２０未満 １．０ 
３．２ １．８ 

２０以上 １．１ 

 

 

・杭１０本当りのモルタル使用量 

Ｑ＝π／４×Ｄ２×Ｌ×（１＋Ｋ）×10 

Ｑ：杭１０本当りのモルタル使用量……（㎥／10本） 

Ｄ：杭径……………………………………（ｍ） 

Ｌ：打設長…………………………………（ｍ） 

Ｋ：ロス率（杭径350mm以上600mm以下） +0.18 

 

・鉄筋かご等 

鉄筋かご等は、下表のとおり区分して算出する。 

 長さ（ｍ） 質量（ｔ） 

鉄 筋 か ご ○ ○ 

Ｈ 形 鋼 ○ ○ 

そ の 他 鋼 材 ○ ○ 

 

③大口径ボーリングマシン工 

別紙―１の数量のほか下記の項目について算出する。 

 

・Ｈ形鋼を使用する場合の設計杭径は、Ｈ形鋼の対角線長とし、鋼管を使用する場合の設計杭径は

鋼管の外径とし、数量を算出する。なお、設計杭径については小数第１位以下を四捨五入して算

出する。 

α＝ 
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・土質区分別掘削長（１本当り） 

杭打込長の最小単位は、０．１ｍを標準とする。 

 

区分 

 

項目 

杭種別 土質区分 

モルタル杭 

（Ｈ形鋼） 

モルタル

杭（鋼管） 

コンクリート

杭（鋼管） 

礫質土 

軟岩（Ⅰ） 

砂及び砂質

土・粘性土 

岩塊 

玉石 

軟岩

（Ⅱ） 

硬岩 

掘削長（ｍ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

・杭１本当りモルタル及びコンクリート使用量 

モルタルを使用する場合 

Ｑ＝π／４×Ｄ２×Ｌ×（１＋Ｋ１） 

Ｑ ：モルタル使用量……………………………（㎥／本） 

Ｄ ：削孔径………………………………………（ｍ） 

Ｌ ：打設長………………………………………（ｍ） 

Ｋ１：モルタル補正係数 ＋0.1 

 

コンクリート（生コン）を使用する場合 

Ｑ１＝π／４×（Ｄ１２－Ｄ２）×Ｌ×（１＋Ｋ２） 

Ｑ２＝π／４×Ｄ２×Ｌ×（１＋Ｋ３） 

Ｑ１：モルタル使用量…………………………（㎥／本） 

Ｑ２：中詰コンクリート使用量………………（㎥／本） 

Ｄ ：設計杭径…………………………………（ｍ） 

Ｄ１：削孔径……………………………………（ｍ） 

Ｌ ：打設長………………………………………（ｍ） 

Ｋ２：モルタル補正係数 ＋0.1 

Ｋ３：中詰コンクリート補正係数 ＋0.02 

 

・Ｈ形鋼等 

Ｈ形鋼・鋼管材料長（ｍ）を算出する。 
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・溶接回数 

継杭の場合は、１本当りの溶接回数（回）を算出する。 

また、鋼管の場合は鋼管板厚を算出する。 

 

④ダウンザホールハンマ工 

別紙―１の数量のほか下記の項目について算出する。 

・Ｈ形鋼を使用する場合の設計杭径は、Ｈ形鋼の対角線長とし、鋼管を使用する場合の設計杭径は鋼管の外径と

し、防護柵を使用する場合の設計杭径は回転防止筋を含む外径とし、数量を算出する。なお、設計杭径は、小

数第１位以下を四捨五入して算出する。 

 

Ｈ形鋼の場合

設計杭径

鋼管の場合

設計杭径

鋼管外径

杭長 = 材料長

削孔径 削孔径

防護柵の場合

設計杭径

支柱外径

削孔径

掘削長=打設長

回転防止筋

中詰材（モルタル）

頭出し長：4 ｍ以下

杭長=材料長

掘削長 = 打設長

頭出し長：0 ～ 6 ｍ

 
・土質区分別掘削長（１本当り） 

杭打設長の最小単位は、０．１ｍを標準とする。 

 

区分 

 

項目 

杭種別 

モルタル杭 

（Ｈ型鋼） 

モルタル杭 

（鋼管） 

コンクリート杭 

（鋼管） 

Ｈ形鋼杭 

（土砂埋戻し） 

鋼管杭 

（土砂埋戻し） 

モルタル杭 

（防護柵） 

掘削長（ｍ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

区分 

 

 

 

項目 

土質区分 

砂質土 粘性土 

礫質土 

岩塊・玉石 

軟岩 

中硬岩 

硬岩 

掘削長（ｍ） ○ ○ ○ ○ 

 

・モルタル杭使用における杭１本当りモルタル使用量は以下のとおりとする。 

Ｑ＝π／４×Ｄ1
２×Ｌ×（１＋Ｋ１） 

Ｑ：モルタル使用量…………………………（㎥／本） 

Ｄ1：削孔径……………………………………（ｍ） 

Ｌ：打設長……………………………………（ｍ） 

Ｋ1：モルタル補正係数 ＋0.1 
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・コンクリート杭使用におけるモルタル、コンクリート（生コン）杭１本当り使用量は以下のとお

りとする。 

Ｑ１＝π／４×（Ｄ1
２－Ｄ2

２）×Ｌ×（１＋Ｋ2） 

Ｑ２＝π／４×Ｄ2
２×ℓ×（１＋Ｋ3） 

Ｑ１：モルタル使用量………………………（㎥／本） 

Ｑ２：中詰コンクリート使用量……………（㎥／本） 

Ｄ1 ：削孔径…………………………･……（ｍ） 

Ｄ2 ：設計杭径……………………………（ｍ） 

Ｌ ：打設長…………………………………（ｍ） 

Ｋ2：モルタル補正係数 ＋0.1 

Ｋ3：中詰コンクリート補正係数 ＋0.02 

 

・土砂埋戻しにおける購入土（砂）杭１本当り使用量は以下のとおりとする。 

Ｑ＝π／４×Ｄ1
２×Ｌ 

Ｑ：購入土（砂）使用量……………………（㎥／本） 

Ｄ1：削孔径……………………………………（ｍ） 

Ｌ：打設長……………………………………（ｍ） 

 

・Ｈ形鋼等 

Ｈ形鋼・鋼管・防護柵材料長（ｍ）を算出する。 
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別紙―１ 

（１）場所打杭 

 

工種 種別 
杭

径 

杭

長 

杭 １ 本 当 り 
杭 

総 

本 

数 

鉄 筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
ｺﾝｸﾘｰﾄ

種類 
ﾓﾙﾀﾙ 

ﾓﾙﾀﾙ 

規格 

中詰材 

規格 

使用量 

Ｈ形鋼 

規格 

単位質量 

鋼管 

規格 

単位質量 

防護柵 

規格 

単位質量 

杭頭処

理取壊

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

継材の

有無 D = 1 3 
16 ≦ D

≦25 

29 ≦ D

≦32 
D = 3 5 D = 3 8 D = 4 1 D = 5 1 計 

ファ

ーム

ポン

ド 

本体 

㎜ ｍ Kg Kg Kg Kg Kg Kg Kg Kg ㎥  ㎥      ㎥  本 

樋門 

樋管 

水門 

用 排

水 機

場 

本体                      

胸壁                      

翼壁                      

水叩                      

水槽                      

沈砂 

池 

                     

擁 壁 本体                      

橋 梁 
橋台                      

橋脚                      

（注）１． 杭の種類に応じて必要材料の算出を行う。 

２． 杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集計する。 

３． 掘削残土については、「第２章土工」により別途算出する。 

４． 泥水については別途算出する。 
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５－２ 地盤改良工 

 

（１）粉体噴射攪拌工（ＤＪＭ工法） 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う粉体噴射攪拌工（改

良材がセメント系及び石灰系の場合）に適用する。 
 

１）数量算出項目 

杭施工本数、移設回数、軸間変更回数を区分ごとに算出する。 
 

表５－３ 数量算出項目区分一覧表 

    区分 

項目 

現場制約

の有無 

施工 

方法 
打設長 杭長 規格 

改良材

使用量 
単位 数量 備考 

粉体噴射撹拌 ○ － ○ ○ ○ ○ 本   

粉体噴射撹拌

（移設） 
－ ○ － － － － 回 

  

粉体噴射撹拌

（軸間変更） 
－ － － － － － 回 

  

（注）１． ２軸施工の１日当り杭施工本数は、１軸当り１本として計上する。 

２． バックホウによる先掘が必要な場合は別途算出する。 
      
 

①現場制約の有無 

 有り：下記の条件のいずれかに該当する場合 

 ・作業面積が狭く、二軸施工機の移動が困難な場合、又は二軸用改良材供給プラントの設置が困難

な場合 

 ・杭の配置により二軸施工が困難な場合 

 ・地盤条件により二軸施工が困難な場合 

 

②施工方法区分 

施工方法による区分は下表のとおりとする。 

施工方法区分 

単軸施工 

２軸施工 
 

③打設長、杭長区分 

杭施工本数を、打設長（空打部長さ＋杭長）及び杭長ごとに区分して算出する。 

なお施工本数とは、杭間の移動、位置決め、貫入、引抜き（改良材噴射）までの一連の作業のもの

である。 

現場制約の有無 打設長 杭長 

有り 

3mを超え6m未満 

2m未満 

2m以上3m未満 

3m以上4m未満 

4m以上5m未満 

5m以上6m未満 

6m以上10m未満 

4m以上5m未満 

5m以上6m未満 

6m以上7m未満 

7m以上8m未満 
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現場制約の有無 打設長 杭長 

有り 

6m以上10m未満 
8m以上9m未満 

9m以上10m未満 

10m以上14m未満 

8m以上9m未満 

9m以上10m未満 

10m以上12m未満 

12m以上14m未満 

14m以上17m未満 

12m以上14m未満 

14m以上15m未満 

15m以上17m未満 

17m以上20m以下 
15m以上17m未満 

17m以上20m以下 

無し 

3mを超え6m未満 

2m未満 

2m以上3m未満 

3m以上4m未満 

4m以上5m未満 

5m以上6m未満 

6m以上10m未満 

4m以上5m未満 

5m以上6m未満 

6m以上7m未満 

7m以上8m未満 

8m以上9m未満 

9m以上10m未満 

10m以上15m未満 

8m以上9m未満 

9m以上10m未満 

10m以上12m未満 

12m以上14m未満 

14m以上15m未満 

15m以上20m以下 

12m以上14m未満 

14m以上15m未満 

15m以上17m未満 

17m以上20m以下 

20mを超え27m未満 

17m以上20m以下 

20m超え23m未満 

23m以上27m未満 

27m以上33m以下 

23m以上27m未満 

27m以上32m未満 

32m以上33m以下 

 
 

④規格区分 

粉体噴射攪拌工の改良材の種類とする。 
 

⑤改良材使用量区分 

・改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。 

また、杭長１ｍ当り改良材使用量についても算出する。 

・改良材使用量は、セメント系、石灰系を標準とし、現場条件により決定する。なお、改良材のロ

ス（損失＋杭頭・着底部処理を含む）を含んでいるので、改良材使用量は、実数量（ロスによる割

増をしない数量）とする。 
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・改良材の杭一本当り使用量は次式により算出する。 

Ｖ＝ｖ×Ｌ１ 

 Ｖ ：杭一本当り改良材使用量（ｔ／本） 

 ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

 Ｌ１：杭長 

 

２）参考図 

 

 

                                    空打部長さ（Ｌ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施工図） 

打
設
長
（
Ｌ
） 

 

杭
長
（ 

 

） 

Ｌ１ 



5-14 

（２） 軟弱地盤処理工（スラリー攪拌工） 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰

によるスラリー攪拌工に適用する。 
     

１）数量算出項目 

杭施工本数を区分ごとに算出する。 

 

表５－４ 数量算出項目区分一覧表 

    区分 

項目 

施工 

方法 

杭径 打設長 杭長 規格 改良材

使用量 

単位 数量 備考 

杭施工本数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 本   

（注）１． 二軸施工の１本当り改良断面図は下図を標準とする。 

 

       １０００㎜ 

 

 

 

 

             １８００㎜ 

 

２．二軸施工（変位低減型φ1,600mm）の１本当り改良断面図は下図を標準とする。 

            ラップ式                 杭式 

           

                       １６００ｍｍ             １６００ｍｍ 

 

 

 

           

 ３０００ｍｍ              ３２００ｍｍ 

 

３． バックホウによる先掘が必要な場合は別途算出する。 

 

①施工方法、杭径区分 

・施工方法、杭径区分は下表のとおりとする。 

施工方法 杭径区分 打設長（Ｌ） 

単軸施工 

杭径φ ８００mm～φ１２００mm  ３ｍ＜Ｌ≦１０ｍ 

杭径φ１０００㎜～φ１６００㎜ １０ｍ＜Ｌ≦３０ｍ 

杭径φ１８００mm、φ２０００㎜  ３ｍ＜Ｌ≦２７ｍ 

二軸施工 杭径φ１０００㎜  ３ｍ＜Ｌ≦４０ｍ 

二軸施工 

（変位低減型） 

杭径φ１０００㎜ ３ｍ＜Ｌ≦４０ｍ 

杭径φ１６００㎜ ３ｍ＜Ｌ≦３６ｍ 

 

・工法名についても明記する。 

 

②打設長、杭長区分 

杭施工本数を、打設長及び杭長ごとに区分して算出する。 
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③規格区分 

スラリー攪拌工の改良材の種類とする。 

 

④改良材使用量区分 

・改良材使用量を杭施工本数ごとに区分して算出する。また、杭長１ｍ当り改良材使用量につい 

ても算出する。 

 

・改良材の杭一本当り使用量は次式により算出する。 

Ｖ＝ｖ×Ｌ１×（１＋Ｋ） 

 Ｖ ：杭一本当り改良材使用量（ｔ／本） 

 ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

 Ｌ１：杭長 

 Ｋ ：ロス率（+0.1） 

 

２）参考図 

 

                                     

 

空打部長さ（Ｌ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施工図） 

打
設
長
（
Ｌ
） 

杭
長
（ 

 

） 

Ｌ１ 
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（３） 高圧噴射攪拌工 

粘性土及び砂質土等の地盤を対象として行う高圧噴射攪拌工のうち単管工法、二重管工

法、三重管工法に適用する。 
 

１）数量算出項目 

打設本数を区分ごとに算出する。 

 

表５－５ 数量算出項目区分一覧表 

    区分 

項目 
杭径 削孔長 規格 土質 単位 数量 備考 

打 設 本 数 ○ ○ ○ ○ 本   

注入設備の移設 × × × × 回  （注）２ 

（注）１． 足場が必要な場合は、「第１６章仮設工 16-7鋼製足場」による。 

２． 注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場

内に施工箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、

移設必要回数を算出する。 

 

①杭径区分 

杭径区分は下表による。  

工 法 名 杭径区分 

単管工法 

７００ｍｍ以上８００ｍｍ以下 

８００ｍｍを超え、１，１００ｍｍ以下 

上記以外（実杭径毎） 

二重管工法 

１，０００ｍｍ 

１，２００ｍｍ 

１，４００ｍｍ 

１，６００ｍｍ 

１，８００ｍｍ 

２，０００ｍｍ 

２，３００ｍｍ 

２，５００ｍｍ 

３，０００ｍｍ 

上記以外（実杭径毎） 

三重管工法 

１，８００ｍｍ 

２，０００ｍｍ 

上記以外（実杭径毎） 

    

②削孔長区分 

打設本数を注入長及び土被り長ごとに区分して算出する。 

 

③規格区分 

高圧噴射攪拌工の注入材の種類とする。 
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④土質区分 

イ．工法ごとに下表の区分により算出する。 

工 法 名 土質区分 

単管工法 

砂質土（Ｎ値≦１３） 

粘性土（Ｎ値＜１） 

粘性土（１≦Ｎ値≦４） 

二重管工法 

レキ質土 

砂質土（Ｎ値≦３０） 

砂質土（Ｎ値＞３０） 

粘性土 

三重管工法 

レキ質土（Ｎ値≦５０） 

レキ質土（Ｎ値＞５０） 

砂質土（Ｎ値≦５０） 

砂質土（Ｎ値＞５０） 

粘性土 

 

ロ．工法名についても明記する。 

 

２）参考図 

 

 

 

 

 

           注入管 

 

 

 

 

           注入範囲 

 

           注入量(Q) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未
注
入
長
及
び

土
被
り
長
ℓ

２
 

注
入
長
ℓ

１
 

削
孔
長
ℓ

０
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（４） 薬液注入工 

粘土、シルト及び砂質土等の地盤に薬液を注入する薬液注入工法に適用する。 
 

１）数量算出項目 

薬液注入工の施工本数を区分ごとに算出する。 

 

表５－６ 数量算出項目区分一覧表 

    区分 

項目 
削孔長 土質 規格 単位 数量 備考 

施 工 本 数 ○ ○ ○ 本   

注入設備の移設 × × × 回  （注）２ 

（注）１． 足場が必要な場合は、「第16章仮設工 16-7鋼製足場」による。 

  ２． 注入設備の移設は、注入設備を中心に５０ｍを超える場合、または同一現場

内に施工箇所が２箇所以上あり、注入設備を移設しなければならない場合に、

移設必要回数を算出する。 

 

①削孔長区分 

薬液注入工の施工本数を土被り長及び注入長ごとに区分して算出する。 

 

②土質区分 

土質による区分は、下表のとおりとする。 

施工区分 土質区分 

二重管ストレーナー 

レキ質土 

砂質土 

粘性土 

二重管ダブルパッカー 

レキ質土 

砂質土 

粘性土 

 

③規格 

薬液注入工に使用する薬液の種類とし、一本当りの注入量も算出する。 

 

二重管ストレーナー工法に必要な注入材料は次式による。 

 Ｑｓ＝Ｖ×λ×１０００ 

   Ｑｓ：二重管ストレーナー工法の一本当り注入量（ℓ） 

   Ｖ ：対象注入土量（㎥） 

   λ ：注入率 

   注） 注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

 

二重管ダブルパッカー工法における注入材料使用量は次式による。 

グラウト注入材料 

 ＱＧ＝ｒ５×Ｌ 

   ＱＧ：グラウト注入の１本当り注入量（ℓ） 

   ｒ５：グラウト注入の単位使用量＝１２（ℓ／ｍ） 

   Ｌ ：削孔長（ｍ） 

 

一次注入材料 
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 Ｑｐ１＝Ｖ×λ×１０００ 

   Ｑｐ１：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入量（ℓ） 

   Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の一次注入の１本当り注入対象土量（㎥） 

   λ ：注入率 

   注） 注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

 

二次注入材料 

 Ｑｐ２＝Ｖ×λ×１０００ 

   Ｑｐ２：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入量（ℓ） 

   Ｖ ：二重管ダブルパッカー工法の二次注入の１本当り注入対象土量（㎥） 

   λ ：注入率 

   注） 注入率は現場の土質状況により設定するものとする。 

 

 

※｢薬液注入工｣の１本当りの対象土量の算出方法は、全体計画対象土量を計画施工本数で 

按分すること。 

 

【数量算出イメージ】 

 

 

 

                         対象土量V＝３ｍ×３ｍ×３ｍ＝２７㎥ 

                         削孔本数ｎ＝９本 

 

                         １本当り対象土量：２７㎥÷９本＝３㎥／本 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）参考図（施工図） 

 

施工図（二重管ストレーナ工法） 

 

 

 

 

 

           注入管 

 

 

         対象注入量（Ｖ） 

 

           注入範囲 

 

           注入量(Q) 

土
被
り
長
ℓ
２
 

削
孔
長
Σ
ℓ

０
 

３ｍ 

３ｍ 

３ｍ 
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施工図（二重管ダブルパッカー工法） 

 

 

 

 

           注入管 

            

          グラウト注入部 

          注入量（ＱG） 

  

        対象注入土量（Ｖ） 

            

           注入範囲 

 

       注入量(ＱP1，ＱP2) 

 

 

 
 土
被
り
長
ℓ

２
 

削
孔
長

L（
Σ
ℓ

０
）
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（５） 中層混合処理工 

粘性土、砂質土、シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う中層混合処理工に

適用する。 

施工方法は、スラリー噴射方式の機械撹拌混合とし、改良方式は全面改良とする。 
 

１）数量算出項目 

施工数量を区分ごとに算出する。 

 

表５－7 数量算出項目区分一覧表 

    区分 

 

項目 

改良 

深度 

施工 

規模 
規格 

改良

材使

用料 

単位 数量 備考 

施 工 数 量 ○ ○ ○ ○ ｍ３   

 

①改良深度区分 

施工数量を、改良深度ごとに区分し算出する。 

改良深度は下表のとおりとする。 

改良深度区分 

２ｍ＜L≦５ｍ 

５ｍ＜L≦８ｍ 

８ｍ＜L≦１０ｍ 

１０ｍ＜L≦１３ｍ 

  注）L：改良深度（ｍ） 

 

②施工規模区分 

施工規模の区分は下表のとおりとする。 

施工規模単位 施工規模区分 

１工事当りの施工規模 
1,000ｍ３未満 

1,000ｍ３以上 

 

③規格区分 

中層混合処理工の改良材の種類とする。 

 

④改良材使用量区分 

１）改良材使用量を施工数量ごとに区分して算出する。 

  また、施工１ｍ３当り改良材使用量についても算出する。 

 

２）改良材の使用量は次式により算出する。 

  Ｖ＝ｖ×（１＋ｋ）／1000 

   Ｖ：１ｍ３当りの改良材使用量（ｔ／ｍ３） 

   ｖ：１ｍ３当りの改良材添加量（kg／ｍ３） 

   ｋ：ロス率（0.06） 
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（６） サンドドレーン工、サンドコンパクションパイル工、サンドマット工 

粘土、シルト及び有機質土等の地盤を対象として行うサンドドレーン工、サンドコンパ

クションパイル工、サンドマット工及びこれらの工種の併用工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイル及びサンドドレーン・サンドコンパクションパイ

ル併用工の本数、サンドマットの体積、安定シート・ネットの面積を区分ごとに算出する。 

 

表５－８ 数量算出項目区分一覧表 

           区分 

項目 
杭径 打設長 規格 単位 数量 備考 

サンドドレーン ○ ○ ○ 本   

サンドコンパクションパイル ○ ○ ○ 本   

サンドドレーン・サンドコンパ

クションパイル併用工 
○ ○ ○ 本   

サンドマット × × ○ ㎥   

土木安定シート・ネット × × ○ ㎡   

 

①杭径区分 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を杭径ごとに区分して算出する。 

サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工については、工種毎に区分して１本当り 

内訳にて算出する。 

 

②打設長区分 

サンドドレーン、サンドコンパクションパイルの本数を打設長ごとに区分して算出する。 

サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工の場合は、工種毎の打設長で判断せず、 

造成する砂杭１本当りの打設長で区分する。 

サンドマットがある場合、サンドマットの厚みを含む打設長とする。 

  

③サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工については、表５－８ 数量算出項目区分

一覧表で算出した以外に各々サンドドレーン部分、サンドコンパクションパイル部分に分けて 

算出する。 

 

サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工１本当り内訳 

    項目 

 

区分 

サンドドレーン部分 サンドコンパクションパイル部分 

単 位 数 量 単 位 数 量 

規格 － － － － 

杭径 ｍ  ｍ  

打設長 ｍ  ｍ  
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④サンドマットの対象体積、安定シート・ネットの対象面積 

サンドマットの設計体積、土木安定シート・ネットの設計面積は次式により算出する。 

Ｖｍ＝Ａ×Ｌ 

         Ｖｍ：設計体積（㎥） 

         Ａ ：設計断面積（㎡） 

         Ｌ ：設計延長（ｍ） 

Ａｍ＝Ｗ×Ｌ 

         Ａｍ：設計面積（㎡） 

         Ｗ ：設計幅員（ｍ） 

         Ｌ ：設計延長（ｍ） 

 

 

                              Ｈｍ 

 

      サンドマット                     土木安定シート・ネット 

         

 

 

 

                             設計断面積Ａ 

 

２）参考図（施工図） 

 

図－１ サンドドレーン及びサンドコンパクションパイル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ サンドドレーン・サンドコンパクションパイル併用工 
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杭 

長 

（ℓ1） 

打
設
長
（
ℓ
） 

サンドマット厚さ（ℓ3） 

ＳＤ部分 

 

（ℓ1） 

ＳＣＰ部分 

（ℓ2） 
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第６章 フリューム類据付工 
 

 

６－１ フリューム類据付工 

（１）鉄筋コンクリートフリューム ・・・・・・・・・ ６－１ 

（２）鉄筋コンクリート柵渠 ・・・・・・・・・・・・ ６－２ 

（３）鉄筋コンクリート大型水路 ・・・・・・・・・・ ６－３ 

（４）コルゲートフリューム ・・・・・・・・・・・・ ６－３ 

（５）ボックスカルバート ・・・・・・・・・・・・・ ６－４ 

（６）鉄筋コンクリートＬ形ブロック ・・・・・・・・ ６－５ 

（７）コンクリート分水槽 ・・・・・・・・・・・・・ ６－６ 

（８）排水構造物工 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ６－８ 

（９）リフト台車によるﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ水路据付・・・・・ ６－10 
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第６章 フリューム類据付工 

 

６－１ フリューム類据付工 

フリューム類の据付に適用する。 

 

（１）鉄筋コンクリートフリューム 

鉄筋コンクリートフリューム（JIS A 5372）（材料規格呼称 200～1,000）又は本体＋受

台を据え付ける場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

表６－１ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 受台の有無 単位 数量 備  考 

鉄筋コンクリートフリューム ○ ○ ｍ   

 

①製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

 

②受台の有無区分 

受台の有無について区分する。 
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（２）鉄筋コンクリート柵渠 

鉄筋コンクリート柵渠を据え付ける場合に適用する。 
 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

表６－２ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 アーム間隔 形式 断面積 単位 数量 備  考 

鉄筋コンクリート柵渠 ○ ○ ○ ○ ｍ  （注） 

（注） 必要に応じ、基面整正、底版コンクリート、底版栗石を別途算出する。  

 

①製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

 

②アーム間隔区分 

アーム間隔ごとに区分する。 

 

③形式区分 

形式ごとに区分する。 

 

④断面積区分 

断面積は次式により求め、下表で区分する。 

断面積（ｍ2）＝水路内高（ｍ）×天端内幅（ｍ） 

 

 

 

 

 断 面 積 (㎡) 

0.16ｍ２未満 

0.16㎡以上 2.50㎡以下 

2.50㎡を超え3.60㎡以下 

天端内幅（ｍ） 

水
路
内
高
（
ｍ
）
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（３）鉄筋コンクリート大型水路 

鉄筋コンクリート大型水路（L=1,000mm で 1,450 ㎏/個を越え 7,000 ㎏/個以下及び

L=2,000mmで2,900㎏/個を越え 7,000㎏/個以下）を据え付ける場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

表６－３ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 
接合材 単位 数量 備  考 

製品規格 製品長 製品質量 

鉄筋コンクリート大型水路 ○ ○ ○ ○ ｍ   

（注） 必要に応じ、基礎砕石、基礎コンクリート等を別途算出する。 

 

①材料規格区分 

布設対象ごとに、上表に該当する項目について区分する。 

a.製品長及び製品質量区分 

製品長及び製品質量は、下表で区分する。 

製品長(㎜/個) 製品質量(㎏/個) 

1000 1450kg超え1500㎏以下 

1500㎏超え2000㎏以下 

2000㎏超え2500㎏以下 

2500㎏超え3500㎏以下 

3500㎏超え5500㎏以下 

5500㎏超え7000㎏以下 

2000 2900㎏超え3500㎏以下 

3500kg超え5500kg以下 

5500kg超え7000kg以下 

 

②接合材区分 

接合材ごとに区分する。 

 

 

（４）コルゲートフリューム 

コルゲートフリュームを据え付ける場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

表６－４ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
規格 接合 単位 数量 備  考 

コルゲートフリューム ○ ○ ｍ   

 

①規格区分 

規格ごとに区分する。 

 

②接合区分 

接合の有無により区分する。 
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（５）ボックスカルバート 

プレキャストのボックスカルバートで、１ブロックを１部材で構成する製品（内空断面

が台形タイプの物を含む）の据付、撤去、据付・撤去に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

 

表６－５ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 

作業 

区分 

 

製品長 

内空幅 

 ・ 

内空高 

基礎材 

種別 

PC鋼材による 

縦締め 

 

単位 

 

数量 

 

備考 

ボックスカルバート ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

   注）１．１ブロックを1部材で構成するプレキャスト製ボックスカルバート（内空断面が 

台形タイプの物を含む）の据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

     ２．対象としている製品は、1ブロックを1部材で構成するボックスカルバートである。 

     ３．内空断面が台形タイプの場合やインバート形状の場合の内空高、内空幅は、最大値とする。 

     ４．縦締めは、直線部にのみ適用する。 

５．基礎砕石の敷均し厚は、20㎝以下を標準としており、これにより難い場合は別途考慮する。 

     ６．基礎砕石、均しコンクリートの材料は、種別・規格にかかわらず適用できる。 
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（６）鉄筋コンクリートＬ形ブロック 

水路用鉄筋コンクリ－トＬ形ブロック（80㎏/個を越え 4,000㎏/個以下）の据付及び水

路用鉄筋コンクリ－トＬ形ブロックの突出し鉄筋と底版鉄筋を片面全溶接継手により施工

する場合に適用する。 
 

１）水路用鉄筋コンクリートL形ブロック数量算出項目 

必要個数を区分ごとに算出する。 

表６－６ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品質量 接合 単位 数量 備  考 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄＬ形水路 ○ ○ ○ 個  （注） 

（注） 必要に応じ、基礎砕石、基礎コンクリート等を別途算出する。 

 

①製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

 

②製品質量区分 

製品質量は、下表で区分する。 

製 品 質 量 (㎏/個) 

 80㎏超え 450㎏以下 1500㎏超え1900㎏以下 

450㎏超え 800㎏以下 1900㎏超え2200㎏以下 

 800㎏超え1100㎏以下 2200㎏超え2600㎏以下 

1100㎏超え1500㎏以下 2600㎏超え3000㎏以下 

 3000㎏超え3400㎏以下 

 3400㎏超え3800kg以下 

 3800㎏超え4000kg以下 

 

③接合区分 

接合材料ごとに区分する。 

 

 

２）底版鉄筋溶接数量算出項目 

必要箇所を区分ごとに算出する。 

表６－７ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
鉄筋配列 鉄筋規格 単位 数量 備  考 

底版鉄筋溶接 ○ ○ 箇所   

 

①鉄筋配列 

鉄筋配列と鉄筋規格は、下表で区分する。 

鉄筋配列 鉄筋規格 

１列 
D13 

D16 

２列 

D13 

D13とD16 

D16 
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（７）コンクリート分水槽 

コンクリート分水槽(１ブロックを１部材で構成する製品)の据付、撤去、据付・撤去の

場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要基数を区分ごとに算出する。 

 

表６－８ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
作業区分 製品質量 

基礎砕石の

有無 
単位 数量 備  考 

コンクリート分水槽 ○ ○ ○ 基   

（注）１. コンクリート分水槽の据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

   ２. 蓋版の有無にかかわらず適用できる。 

   ３. 基礎砕石の敷均し厚は、20cm以下を標準としており、これにより難い場合は、別途考慮す

る。 

   ４. 撤去作業の場合は、基礎砕石は含まない。 

   ５. 基礎砕石は、材料の種別・規格にかかわらず適用できる。 

 

 

①作業区分 

据付け、撤去、据付・撤去ごとに区分する。 

 

②製品質量区分 

製品質量は、下表で区分する。 

製 品 質 量 (㎏/基) 

50㎏以上80㎏以下 

80㎏を超え200㎏以下 

200kgを超え400kg以下 

400㎏を超え600㎏以下 

600kgを超え800kg以下 

800㎏を超え1,200㎏以下 

1,200㎏を超え1,600㎏以下 

1,600㎏を超え2,200㎏以下 

2,200kgを超え2,800kg以下 

 

③基礎区分 

必要性の有無：基礎砕石について判定する。 

数    量：必要に応じて、基礎砕石の数量を算出する。 

・基礎砕石は、「第３章コンクリート工 3-1 基礎砕石工」により数量を算出する。 
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２）その他 

  「第３章コンクリート工 3-1 基礎砕石工」により構造物等基礎の設置を行う場合、標準寸法と

しては次のとおりである。 

※無筋コンクリート構造物及びコンクリート二次製品 

 

 

 

              （構造物及び基礎コンクリート） 

                                     

                                 

     ｔ            （基礎砕石等） 

                     

          100㎜                B            100 ㎜ 

 

                                    B+200㎜ 
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（８）排水構造物工 

プレキャスト製品によるＵ型（落蓋型、鉄筋コンクリートベンチフリュームを含む）側

溝、自由勾配側溝および蓋版の設置、再利用撤去の場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

 

表６－９ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 

昼間･

夜間 

の別  

施工箇所

（法面小

段、縦排水） 

基礎砕石 

の有無 

再利用

撤去 
単位 備考 

製

品

規

格 

製

品

質

量 

Ｕ形側溝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ （注）１ 

自由勾配側溝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ （注）２ 

蓋版 ○ ○ ○ ○ × ○ 枚 （注）３ 

（注）１． 製品長は６００、１０００、２０００㎜。基礎砕石の断面積は別途算出する。 

２． 基礎砕石、基礎コンクリート、底部コンクリートの断面積、基面整正は別途算出する。  

３． 鋼製蓋版の場合は、受枠の設置を含む。 

 

①材料規格区分 

布設対象ごとに、上表に該当する項目について区分する。 

a.製品質量 

製品質量は、下表で区分する。 

項  目 製品長(mm) 製 品 質 量 (㎏/個) 

Ｕ形側溝 

 

600 60㎏/個以下 

60を超え300㎏/個以下 

2000 1000㎏/個以下 

1000を超え2000㎏/個以下 

2000を超え2900㎏/個以下 

自由勾配側溝 

 

2000 1000㎏/個以下 

1000を超え2000㎏/個以下 

2000を超え2900㎏/個以下 

          

項  目 材質 製 品 質 量 (㎏/枚) 

蓋版 コンクリート･鋼製 
40㎏/枚以下 

40を超え170kg/枚以下 

（注）鋼製蓋版については、受枠の質量を含めた１枚当たり質量とする。 

 

②基礎砕石の有無区分（蓋版を除く） 

基礎砕石の有無について区分する。 

 

③時間的制約について区分する。 

 

④施工箇所区分 

施工箇所は、下表で区分する。 
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施 工 箇 所 

一般 

法面小段面 

法面縦排水 

 

⑤施工区分 

施工は、下表で区分する。 

施 工 区 分 

据付 

再利用撤去 
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（９）リフト台車によるプレキャストコンクリート水路据付 

リフト台車により、製品質量 15t以下のボックスカルバート、大型フリューム、L形ブロ

ックを運搬し据え付ける場合に適用する。 

 

１）数量算出項目 

必要延長を区分ごとに算出する。 

 

表６－１０ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 製品種別 製品長 
内空幅・高、

底版厚 
製品質量 

平均搬送

距離 
単位 数量 備  考 

ボックスカルバート ○ ○ ○ ○ ○ 個   

大型フリューム × ○ ○ ○ ○ 個   

L形ブロック × ○ ○ ○ ○ 個   

 

①製品種別区分 

製品種別は下表で区分する。 

製 品 種 別 

一般製品 

PC鋼縦締用製品 

 

②製品長、内空幅・高区分、底版厚 

内空幅・高、底版厚は、右図により求め、 

製品長を含め、製品種類毎に下表で区分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボックスカルバート、大型フリュームの区分 

製品内高 製品内空幅 底 版 厚 

800mm以上 
800mm以上 

1,500mm以下 
240mm未満 

1,000mm以上 
1,500mm超え 

2,300mm以下 
300mm未満 

900mm以上 
2,300mm超え 

3,000mm以下 
300mm未満 

1,500mm以上 3,000mmを超える 500mm未満 

（注）製品内高は、頂版による高さ制限のあるボックスカ

ルバート等に適用する。 

 

製品内空幅 

製

品

内

高 

底版厚 
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Ｌ形ブロックの区分 

製品内高 

2,500mm以下 

5,000mm以下 

 

③製品質量 

製品質量は、製品種類毎に下表で区分する。 

ボックスカルバート、大型フリュームの区分 

製 品 質 量 

6t以下 

10t以下 

15t以下 

 

Ｌ形ブロックの区分 

製 品 質 量 

2.5t以下 

9t以下 

 

④平均搬送距離 

製品質量は、下図により求め、下表で区分する。 

平 均 搬 送 距 離 

50m以下 

50mを超え 80m以下 

80mを超え120m以下 

120mを超え160m以下 

160mを超え200m以下 

200mを超え230m以下 

230mを超え250m以下 

 

平均搬送距離算定参考図 

 

[参考図-1] 

 

 

[参考図-2] 

 
リフト台車による平均搬送距離(ｍ) 

 

リフト台車による施工区間 

 

リフト台車による最大搬送距離 

 

水 路 

 

荷降ろし箇所 

リフト台車による平均搬送距離(ｍ) 

リフト台車による施工区間 

 

リフト台車による最大搬送距離 

 

水 路 

 

荷降ろし箇所 





 

 

 

 

 

 

第７章 河川・水路工 
 

 

７－１ 水路工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７－１ 

７－２ 護岸工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７－３ 

７－３ 根固工 

（１）消波根固め工 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７－４ 

（２）捨石工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７－７ 

（３）消波工（捨石均し工）・・・・・・・・・・・・・ ７－８ 

（４）消波工（ブロック製作・据付工）・・・・・・・・ ７－９ 

７－４ 浚渫工（ポンプ式浚渫船） ・・・・・・・・・・ ７－１０ 

７－５ 浚渫工（バックホウ式浚渫船） ・・・・・・・・ ７－１３ 
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第７章 河川・水路工 

 

７－１ 水路工 

河川・水路工におけるウィープホール取付工及びサイド・アンダードレーンに適用する。 

・ウィープホール取付工 

・サイド・アンダードレーン工 

ウィープホールについてはコンクリート構造物のウィープホール取付けに適用する。 

サイドドレーンについては、構造物に沿って設ける幅３００㎜・高さ３００㎜のサイド

ドレーンの取付けに適用する。 

アンダードレーンについては、硬質ポリ塩化ビニル有孔管を用いた幅３５０㎜・高さ４

００mmのアンダードレーンの取付けに適用する。 
 

１）数量算出項目 

各々の構造物の設置数量を区分ごとに算出する。 

 

表７－１ 数量算出項目区分一覧表 

     区  分 

項  目 

使用材料 

 

規 格          施工及び 

設置 

単位 数 量 備  考 

ウィープホール × × ○ 箇所   

サイド・ｱﾝﾀﾞｰﾄﾞﾚｰﾝ ○ ○ × ｍ   

 

①使用材料区分 

使用する材料に区分する。 

使用材料 洗砂利、コンクリート用砕石、単粒度砕石 

 

②規格区分 

使用する材料の規格に区分する。 

洗砂利 25㎜以下、40㎜以下 

ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕石 25～5㎜、40～5㎜ 

単粒度砕石 40～30㎜、30～20㎜、20～13㎜、13～5㎜ 

 

③施工及び設置区分 

ウィープホール取付の際の施工及び設置区分は、下表のとおりである。 

 

                            

 

 

（注） 施工区分については以下による。 

型枠及び鉄筋 ： 壁部で型枠にセットする場合又は底版で、 

鉄筋等で固定する場合。 

箱    抜 ： 箱抜きされた箇所にウィープホールを 

セットする場合。 

 

項  目 施 工 区 分 設 置 区 分 

ウィープホール取付 

 

型枠及び鉄筋 

箱抜 

壁部 

底版 
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（参 考 図） 

（ウィープホール） 

 

                 型式Ⅰ                                型式Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（サイドドレーン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンダードレーン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パット又は 

ボックスフィルター 

（小砂利等をつめる） 

ウィープホール
 

ウィープホール 

（上記参考図） 

フィルター材 

300 

300 

フィルター 

750 
ビニールフィルムｔ＝0.1 

フィルター材 
350 

400 

硬質ポリ塩化ビニル有孔管ＶＵφ１０0 

底版用ウィープホール 

（上記参考図） 

底版用ウイープホール 

（逆止弁付） 

ウィープホール 

フィルター 

サイドドレーン 

（下記参考図） 

アンダードレーン 

（下記参考図） 
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７－２ 護岸工 

土地改良工事で行う護岸工で、以下に示す工種について適用する。 

１）ブロックマット設置工  ２）合成ゴムシート布設工  ３）多自然型護岸工 

ブロックマット設置工は、河川及び水路における護岸の法面保護・浸食防止を目的とし

たブロックマットの布設に適用する。 

合成ゴムシート布設工は、ため池改修工事及び調整池工事等における、合成ゴムシート

の布設に適用する。 

多自然型護岸工は、多自然型護岸工の施工で木杭の打ち込みに適用する。 
 

１）数量算出項目 

設置される各種護岸工の数量を区分ごとに算出する。 

 

表７－２ 数量算出項目区分一覧表 

区  分 

項  目 

使用材料 

 

単位 

 

数 量 備  考 

ブロックマット設置工 

合成ｺﾞﾑｼｰﾄ布設工 

多自然型護岸工 

○ 

○ 

○ 

㎡ 

㎡ 

本 

  

 

①使用材料区分 

使用する材料の規格及び施工長等について、次表にて区分する。 

 

材  料 規 格 施 工 長 

ブロックマット 厚さ（mm）、幅（ｍ）、 

型式 

3.0ｍ、4.0ｍ、5.0ｍ、6.0ｍ、7.0

ｍ、8.0ｍ 

 

材  料 規 格 厚 

合成ゴムシート 1.0㎜、1.5㎜ 

 

材 料 杭 長 杭 径 

木杭（松杭丸太） 

その他 

1.8ｍ 6cm、7.5cm、9cm 

2.0ｍ 6cm、7.5cm、9cm、12cm、15cm、18cm 

2.5ｍ 12cm 

2.6ｍ 12cm 

2.8ｍ 12cm 

3.0ｍ 6cm、7.5cm、9cm、12cm、15cm、18cm 

3.2ｍ 12cm 

3.3ｍ 12cm 

その他 － 
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７－３ 根固工 

 

（１）消波根固め工 

河川・砂防・海岸・道路工事に使用する消波根固めブロック（11.0ｔ以下）の現場製作・

敷設工事に適用する。 
 

１）数量算出項目 

根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

 

①消波根固めブロック製作 

表７－３ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

型枠の

種類 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格 

1個 

当り 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

体積 

1個当

り型枠

面積 

養生工

の種別 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック製作 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 個   

（注）１． 型枠の種類（プラスチック・鋼製等）について備考欄に明記する。 

２． ブロック質量は、ブロック実質量とする。 

 

 

②消波根固めブロック横取り 

表７－４ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ規格 ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック横取り 
○ ○ 個   

（注）１．クレーンによるブロックの移動距離50ｍ未満の範囲とする。 

 

 

③消波根固めブロック積込み 

表７－５ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ規格 ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック積込み 
○ ○ 個   

 

 

④消波根固めブロック荷卸 

表７－６ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ規格 ｸﾚｰﾝ機種 単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック荷卸 
○ ○ 個   
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⑤消波根固めブロック据付け 

表７－７ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ

規格 

据付 

場所 

ﾌﾞﾛｯｸ 10個

当り連結金

具設置数量 

据付 

方法 

ｸﾚｰﾝ 

機種 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック据付け 
○ ○ ○ ○ ○ 個   

（注）１．据付け（水中）とは、据付作業の内、玉外し作業又はブロックの据付位置の確認作業を水中 

      で行う場合に適用する。 

 

 

⑥消波根固めブロック運搬 

表７－８ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

 

項 目 

ﾌﾞﾛｯｸ規格 作業区分 

ﾄﾗｯｸ 1台 

当りﾌﾞﾛｯｸ 

積載個数 

ﾄﾗｯｸ 

1台当り 

運搬距離 

単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック運搬 
○ ○ ○ ○ 個   

（注）１．運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。片道運搬距離が15km  

を超える場合は、別途考慮すること。 

 

 

２）数量の算出方法について 

 

（１）乱積 

乱積の場合は、横断面図より空体積を計算し、コンクリートブロックの空隙率を考慮し、次 

式より算出する。 

 

Ｎ＝Ｖ（１－ａ）／ｖ    Ｎ＝個数（個） 

Ｖ＝空体積（㎥） 

ｖ＝１個当り空体積（㎥／個） 

ａ＝空隙率 

 

（２）層積 

層積における設置間隔については、ブロックメーカーのカタログによるものとする。 

 

（３）トラック１台当りブロック積載個数(ｎ)は、ブロックの形状、寸法及びトラック等の荷台 

寸法、積載質量を考慮して決定するが、一般の場合は、次式より算出する。 

 

ｎ＝Ⅹ ／ Ｗ（小数以下切り捨て） 

Ⅹ：トラック等の積載質量       （ｔ） 

Ｗ：ブロック１個当りの質量（実質量） （〃） 

 

※その他 

間詰め、連結金具が必要な場合は別途算出する。 
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（参 考 図） 

 

 ・乱積 

法覆 

根固ブロック（乱積） 

 

・層積 

基礎矢板 

▽Ｗ.Ｌ 

法留基礎 

▽Ｗ.Ｌ 

基礎矢板 

法留基礎 

根固ブロック（層積） 

 

 間詰  計画河床高 

 

法覆 
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（２）捨石工 

河川及び海岸工事における護岸の根固めを目的とした、捨石工の陸上からの施工に適用

する。 
 

１）数量算出項目 

捨石投入の体積、表面均しの面積を算出する。 

区分は、規格、最大作業半径とする。 

 

表７－９ 数量算出項目区分一覧表 

区  分 

項  目 
規格 最大作業半径 単位 数量 備考 

捨石投入 ○ ○ ㎥   

表面均し ○ × ㎡   

 

①最大作業半径 

最大作業半径は以下の区分で算出する。 

最大作業半径 

9ｍ以下 

9ｍを超え24ｍ以下 

 

②表面均し 

表面均しは以下の区分で算出する。 

表面均し 

施工期間中の平均水位以上の陸上部 

施工期間中の平均水位未満の水中部 
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（３）消波工（捨石均し工） 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業における捨石均し工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

捨石投入の体積、捨石均しの面積を算出する。 

区分は、規格とする。 

 

表７－１０ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 
規格 単位 数量 備考 

捨石投入 ○ ㎡   

捨石均し ○ ㎡   

 

①捨石投入の規格区分 

捨石に使用する材料を砂利及び岩石に区分して算出する。 

 

②捨石均しの規格区分 

捨石均しの規格の区分は以下のとおりとする。 

捨石均し 

本均し （精度±5cm） 

荒均し （精度±30cm） 

荒均し （精度±50cm） 

被覆均し（精度±30cm） 

被覆均し（精度±50cm） 
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（４）消波工（ブロック製作・据付工） 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業におけるブロック製作・据付工に

適用する。 
 

１）数量算出項目 

ブロックの個数を区分ごとに算出する。 

区分は、作業区分、規格とする。 

 

表７－１１ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項 目 
作業区分 規格 単位 数量 備考 

ブロック ○ ○ 個  （注）１． 

（注）１． 型枠の種類（プラスチック・鋼製等）について、備考欄に明記する。 

２． ブロックの積込場所から据付場所までの片道運搬距離(km)についても算出す

る。 

 

①作業区分 

作業区分は、以下のとおりとする。 

ブロック据付作業区分 

陸上設置 

水上設置 

（注） 陸上設置とは、ブロックを平均干潮面より上に設置する場合を言い、平均干潮

面が設定されていないところでは、平均水面と塑望平均干潮面との１／２とする。 

 

②ブロックの規格区分 

ブロックの規格区分は、以下のとおりとする。 

 

ブロック製作 

ブロック１個当りの実質量とする。 

 

ブロック据付 

ブロック１個当りの実質量 

4.5ｔ以下 

4.5ｔを超え7.5ｔ以下 

7.5ｔを超え12.5ｔ以下 

12.5ｔを超え22.0ｔ以下 

22.0ｔを超え31.0ｔ以下 

31.0ｔを超え37.5ｔ以下 

37.5ｔを超え50.0ｔ以下 

 

２）数量算出方法 

数量の算出は、「第１章適用範囲及び共通事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

①ブロック１個当りコンクリート設計量（ｍ3／個）、型枠面積（ｍ2／個）及び必要に応じて鉄筋（連

結用フックを含む）量（ｔ／個）を径毎に算出する。 
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７－４ 浚渫工（ポンプ式浚渫船） 

河川及び湖沼における、ポンプ式浚渫船による浚渫工の施工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

浚渫土量、排砂管、受枠、フロータ、水上管用ジョイント、仕切弁、曲管、分岐管の数量を区分

ごとに算出する。 

区分は、管径、設置高さ、規格とする。 

 

表７－１２ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項  目 

管径 設置 

高さ 

規格 単位 

 

数量 備考 

浚渫土量 × × × ㎥   

 浚渫面積 × × × ㎡   

浚渫深さ × × × ｍ   

排砂管 
○ ○ ○ ｍ、本 

 陸上部と水上部に分けて算出し、使

用本数についても算出する。 

受枠 
○ ○ ○ ｍ、本 

 陸上部排砂管設置延長を算出し、使

用本数についても算出する。 

フロータ ○ × ○ 組   

水上管用ｼﾞｮｲﾝﾄ ○ × ○ 個   

仕切弁 ○ × ○ 個   

曲管 ○ × ○ 本   

分岐管 ○ × ○ 本   

（注） 排砂管は、１本当り６ｍを標準とする。 

受枠間隔は、排砂管６ｍもの１本につき受枠を２組とし、その間隔は３ｍを標準とする。 

 

①設置高さ区分 

設置高さによる区分は、以下によるものとする。 

設置高さ 

笠木のみ 

地上より０ｍを超え1.5ｍ以下 

地上より1.5ｍを超え～2.5ｍ以下 

地上より2.5ｍを超え～3.5ｍ以下 

（注） 設置高さとは、笠木の地上からの高さである。 
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参考）受枠の構造図 

Ａ． 

 

 

 

 

Ｂ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位は「ｍ」とし、（ ）は、管径が350㎜～560㎜の場合の使用材とする。 

笠木  0.12×1.5 

杭木 0.12×2.0 

笠木 0.12×1.5 
    (0.12×1.8) 

鎹  

（1.3）  
1.0 

1.0 

1.0 

鎹  

杭木 0.12×3.0 

1.0 

2.0 

1.0 

笠木 0.12×1.5 
    (0.12×1.8) 

筋違 0.09×3.0 

胴木 0.09×6.5 

鉄線  

3.0 

1.5 

1.0 
笠木 0.12×1.5 
    (0.12×1.8) 

鎹  

鉄線  

杭木 0.12×4.5 

胴木 0.09×6.5 

筋違 0.09×4.0 
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参考）受枠の間隔 

 
 
 
 

受枠の笠木 

 

 3.0m 

 ジョイント 

排砂管 

 3.0m  3.0m 

1.5m 1.5m 1.5m 1.5m 

 ジョイント 
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７－５ 浚渫工（バックホウ式浚渫船） 

河川及びダムにおける、バックホウ式浚渫船による浚渫工の施工に適用する。 
 

１）数量算出項目 

浚渫土量の数量を区分ごとに算出する。 

区分は、Ｎ値とする。 

 

表７－１３ 数量算出項目区分一覧表 

区 分 

項  目 

Ｎ値 単位 

 

数量 備考 

浚渫土量 ○ ㎥   

 浚渫面積 ○ ㎡   

浚渫深さ ○ ｍ   

 

①Ｎ値区分 

浚渫する土砂の土質について、以下により区分する。 

土質分類 Ｎ値 

粘性土 

砂質土及び砂 

礫質土 

10未満 

10～30未満 

30～50未満 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

第８章 管水路工 

 

８－１ 管体基礎工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８－１ 

８－２ 管体工 

（１）管類布設 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８－３ 

（２）管切断 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８－４ 

（３）鋼管継手塗装 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ８－４ 

（４）弁設置工 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８－５ 

８－３ 管水路浅埋設工（ジオグリッド） ・・・・・・・ ８－７ 
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第８章 管水路工 

 

８－１ 管体基礎工 

管体の基礎工に適用する。 

「管体基礎工」とは、管体周辺を所定の材料により巻き立てる箇所で、使用材料により

「砂基礎」、「砕石基礎」に区分し算出する。なお、コンクリート基礎の場合は「第３章

コンクリート工」による。 
 

１）数量算出項目 

基礎の体積を区分ごとに算出する。 

 

表８－１ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
使用材料 

作業条件 

（施工幅） 
締固め区分 単位 数量 備考 

砂基礎 ○ ○ ○ ｍ３   

砕石基礎 ○ ○ ○ ｍ３  （注） 

（注） 農業用プラスチック被覆鋼管WSP A-101-2005（追補）による施工の場合で、管上半周部

の管表面から半径方向に約10cmの離れ・被りについての砕石締固め数量を控除する必要は

ない。 

 

①使用材料区分 

現場発生材料、購入材料（材料規格ごと）に区分する。 

 

②作業条件（作業幅） 

作業条件（作業幅）は、次により区分する。 

区 分 施 工 条 件 備 考 

砂基礎 

砕石基礎 

Ｂ＜０．４５ｍ Ｂ：作業幅 

１．０ｍ＞Ｂ≧０．４５ｍ 〃 

Ｂ≧１．０ｍ 〃 

構造物周辺  

（注） 構造物周辺の管体基礎は、下図により区分する。 
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③締固め区分 

締固め区分は、次により区分する。 

区  分 条  件 

締固め区分Ⅰ 締固め度８５％以上 

締固め区分Ⅱ 締固め度９０％以上 

 

砂・砕石基礎の場合 

Ｂ 

構造物周辺数量区分範囲 

50㎝ 

Ｂ 
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８－２ 管体工 

 

（１）管類布設 

硬質ポリ塩化ビニル管、強化プラスチック複合管、ダクタイル鋳鉄管、鋼管、遠心力鉄

筋コンクリート管、コルゲートパイプ、高密度ポリエチレン管を布設する場合に適用する。 
 

１）数量算出項目 

材料規格、施工箇所ごとに必要延長または必要本数を算出する。 

表８－２－１ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
作業区分 管径 規格 単位 数量 備考 

遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管（B形） ○ ○ ○ ｍ   

  （注）１． 遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管（B形）の据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

     ２． 作業区分とは「据付」、「撤去」、「据付・撤去」である。 

 

表８－２－２ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 

材 料 規 格 施工箇所

区分 
単位 数量 備考 

口径 管種 継手形状 板厚 管長 

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 ○ ○ ○ × ○ × ｍ  （注）１ 

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管継手材 ○ × ○ × × × 個   

強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管(直管) ○ ○ × × ○ ○ 本   

強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管(短管) ○ ○ × × ○ ○ 本   

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管(直管) ○ ○ ○ × ○ ○ 本   

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管(短管) ○ ○ ○ × ○ ○ 本   

鋼管(直管) ○ × × ○ ○ ○ 本   

鋼管(短管) ○ × × ○ ○ ○ 本   

鋼管溶接 ○ × × ○ × × 箇所   

鋼製異形管 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 本  （注）２ 

ｺﾙｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ ○ ○ × ○ × × ｍ   

高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 ○ ○ × × × × ｍ   

（注）１． 布設延長の計上にあたっては、継手材の延長も含める。 

２． スティフナー付鋼製短管、フランジ付鋼製短管、受口・挿口付鋼製短管等は短管として算出する。 

曲管、Ｔ字管、片落ち管、空気弁用管、排泥用管、可とう管、ﾌﾗﾝｼﾞｱﾀﾞﾌﾟﾀ-、特殊短管、ﾗｯﾊﾟ管

等は異形管として算出する。 

 

①材料規格区分 

布設対象ごとに、上表に該当する項目について、区分する。 

 

②施工箇所区分 

施工箇所区分は、下表のとおりとする。 

項   目 施工箇所区分 

強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管、ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管、鋼管 
素掘・矢板 

たて込み簡易土留 
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（２）管切断 

現場でダクタイル鋳鉄管及び強化プラスチック複合管を切断する場合に適用する。 
 

１）数量算出項目 

管種別、口径別に必要箇所を算出する。 

表８－３ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
管種 口径 単位 数量 備  考 

管切断 ○ ○ 箇所   

 

①管種区分 

管種（ダクタイル鋳鉄管、強化プラスチック複合管）を区分する。 

 

②口径区分 

口径ごとに区分する。 

 

 

（３）鋼管継手塗装 

鋼管継手溶接箇所の塗装作業を行う場合に適用する。 
 

１）数量算出項目 

口径別、施工区分別に必要箇所を算出する。 

  

表８－４ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
口径 施工区分 単位 数量 備  考 

鋼管継手塗装（外面） ○ ○ 箇所   

鋼管継手塗装（内面） ○ × 箇所   

 

①口径区分 

口径ごとに区分する。 

 

②施工区分 

施工区分は、下表の通りとする。 

項目 施工区分 

鋼管継手塗装（外面） 
耐衝撃シートあり 

耐衝撃シートなし 
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管体工計上 管体工計上 分水工計上 分水工計上 

（４）弁設置工 

仕切弁、バタフライ弁、水道用空気弁、急排空気弁、ねじ込み形の小型バルブ類の設置

に適用する。 
 

１）数量算出区分 

管体工との仕分けは下図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）数量算出項目 

施工区分別に口径別、板厚別、管長別に必要個数を算出する。 

  

表８－５ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
口径 材質 形式 単位 数量 備  考 

制水弁 ○ ○ ○ 基   

空気弁 ○ × ○ 基   

小バルブ類 ○ × × 個   

 

①口径区分 

口径ごとに区分する。 

 

②材質区分 

材質（鋳鉄製、樹脂製）ごとに区分する。 

 

空気弁工 

Ａ 
Ａ 空気弁計上 

管体工計上 

分水工 
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③形式区分 

形式区分は、下表のとおりとする。 

項目 形 式 区 分 

制水弁 

仕切弁 

バタフライ弁(フランジ型) 

バタフライ弁(フランジレス型) 

空気弁 
水道用空気弁 

急排空気弁 
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８－３ 管水路浅埋設工（ジオグリッド） 

素掘施工による管水路浅埋設工の浮上防止対策（軟弱地盤対策併用含む）として設置す

る、ジオグリッド敷設・接合作業に適用する。 
 

１）数量算出項目 

ジオグリッドの敷設面積及び接合延長を区分ごとに算出する。 

 

表８－６ 数量算出項目区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 敷設方向 単 位 数 量 備 考 

ジオグリッド敷設 ○ ○ ㎡  （注）１ 

ジオグリッド接合 ○ × ｍ  （注）２ 

（注）１． 敷設面積の計上にあたっては、施工ロス及び重ね代の面積は含めないものとする。 

２． 継手に引張強度が必要な縦方向（管と平行方向）の接合作業にのみ適用する。 

 

①� 格区分 

ジオグリッド及びジオグリッド接合材の規格ごとに区分する。 

 

②敷設方向区分 

敷設方向区分は、下表のとおりとする。 

項  目 敷  設  方  向 

ジオグリッド敷設 
縦敷設（管路に平行に敷設する場合） 

横敷設（管路に直角に敷設する場合） 

 

 

（参 考 図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜縦　敷　設＞

管路

ジオグリッド幅

＜横　敷　設＞

ジオグリッド

ジ
オ
グ
リ
ッ
ド
幅

管路

ジオグリッド

【 標準断面図 】

＜浮上防止対策時＞

接合

ジオグリッド

＜浮上防止対策および軟弱地盤対策時＞

ジオグリッド

【 敷設概念図 】

ジオグリッド
浮上防止対策

軟弱地盤対策



 

 




